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　企業では、働き手が足りない。一方で社会には、
働く意思があり、就労継続支援事業所に通いなが
らも、働く機会に恵まれない障害がある人たちが
大勢いる。さて、どうするか。企業が、就労継続支
援事業所に所属する障害がある人たちの活用を考
えるようにしてはどうだろう。このようなシンプ
ルな発想で、社会の重要問題の解決に取り組む人
がいる。VALT JAPANの代表取締役CEOで
ある小野貴也氏である。
　障害や難病のある就労困難者は日本に1500万
人いる。日本の人口は減り続け、20年後の労働人
口はそれと同じレベルだけ減少する。民間の研究
機関の調査でも、2040年の時点で、労働需要と労
働供給の間に1100万人のギャップが発生すると
予測している。
　企業と就労継続支援事業所にどんな“架け橋”
を作り、障害者を活用しているのか。ビジネスの
詳細に立ち入る前に、まず小野氏の経歴を振り
返っておきたい。
　典型的な野球少年だった。高校では強豪校で
キャプテンまで務め、野球の強い大学に進学する
ものの、実力の差を思い知る。どうやっても1軍
では活躍できない。卒業時にはマスコミを志望し、
各社受けまくるが、どこも通らない。同級生は次々
に就職先が決まっていき、気持ちは焦るばかり。
自分が本当に取り組みたい仕事は何か。改めて振

り返ると、医療業界だった。小野氏が話す。「10歳
くらいのときに急性腹膜炎になり、救急車で運ば
れたんです。6時間遅れていたら、命を落として
いたかもしれない、と後から聞かされました。そ
の経験があったものですから、自分の命を救って
くれた医療業界で働きたいと思ったんです」

薬でも治らないことがあるんだ！

　就職先は塩野義製薬で、生活習慣病と精神疾患
系の薬品を扱うMR（医療情報担当者）となる。実
は小野氏自身、大学時代から過食症に悩んでいた。
毎食、大量に食べては吐いてしまう。1カ月の食
費は30万円を超えるほどだった。
　そんなこともあり、ある日、精神疾患の患者が
集まる会に出席してみた。各自がさまざまな悩み
を打ち明けるなか、全員に共通しているものが1つ
だけあった。仕事がうまくいっていないのだ。「服
薬すると、症状が緩和し、『仕事頑張ろう』となる
んですが、いざ出勤すると思うように働けない。
就職もうまくいかない。僕は当初、薬さえあれば
すべて解決すると思っていました。でも現実はそ
うではなかったのです。薬で解決できることには
限界がある。この事実に衝撃を受けました。そこ
で思ったのです。こういう悩みをもった人たちが
活躍できるような仕組みづくりをやりたいと」
　小野氏の行動はすばやかった。3カ月後には、

text :荻野進介　photo :山﨑祥和

障害者の働き方といえば、法定雇用率に配慮する企業で働くか、
全国に約1万5000カ所ある就労継続支援事業所で働くか、主に2通りしかなかった。
もちろん、企業と就労継続支援事業所は薄いつながりしかない。
そこに現れたのがVALT JAPAN（ヴァルトジャパン）だ。
両者の仲介者として、企業から自ら仕事を受注し、それを就労継続支援事業所で
働く障害者に担ってもらう。その革命的ビジネスモデルはどうやって生まれたのか。
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会社を辞め、起業していた。2014年8月のことだ。
　ところが社長といっても何をしたらいいか分か
らない。肝心のビジネスモデルもない。パワーポ
イントにアイディアを記しては、知人に相談に行
く毎日。その枚数は300にもなっていた。
　数多くの失敗を重ねながらも、いけそうなもの
が1つだけあった。リモートコンシェルジュであ
る。大勢のなかで働くことが難しい精神障害者が、
インターネット回線を利用するIP電話を使い、
例えば中小企業の社長のデータ収集や資料作成、
スケジュール調整といった秘書的な用件に専任で
応えるというもの。やりたいという働き手も5、6
名確保でき、IP電話も父親からお金を借りて購入
した。パソコンも設置した。あとは顧客だけだ。
　ところが、電話はついぞ鳴らなかった。いくら
営業をかけても、「いいね」という反応はあるもの
の、価格面で折り合わない。そのまま突き進んで
も赤字の山になるのは明らかで、早々に撤退を余
儀なくされた。
　ただ、そんなことでめげる小野氏ではない。そ
のうち、厚生労働省が設置している就労継続支援
事業所の存在を知る。企業に就職していない障害
者が就労や訓練を通じ社会参画ができる障害者福
祉サービスの一環だ。
　ある就労継続支援事業所の経営者と話をすると
こう言われた。「君の思いにはすごく共感する。私
の事業所にも障害者が20～30名いるが、圧倒的
に仕事が足りないんだ。小野さん、そこまで考え
ているなら営業してくれないか」と。

NEXT HERO。自分の人生、自分が主役

　小野氏も思わぬ話の展開に驚いたが、やるしか
なかった。リモートコンシェルジュの仕事で営業
をかけた社長らに再び連絡し、「データ入力でも
パワーポイントの作成でも何でもしますから、何
か仕事はないでしょうか」と問うと、「俺が作った
パワーポイントの資料、格好悪いからきれいに整
えて」と頼まれた。

　数日後、就労継続支援事業所から返ってきた資
料は、予想を遥かに超え、美しく洗練されていた。
依頼した社長も感激していた。
　この経験から生まれたのが、現在の看板事業で
ある「NEXT HERO」である。HEROとは主役
のこと。誰もが、仕事を通じて「自分の人生、自分
が主役だ」と本気で思える社会を作る、という決
意が込められている。
　具体的には、企業や官公庁から、運送、清掃、
IT運用といった彼らにとってのノンコア業務を
請け負い、それを就労継続支援事業所で働く人た
ちに担ってもらい、VALT JAPANが納期と品
質を担保するというプラットフォームを作った。
就労継続支援事業所を利用する人たちについて、
得意な仕事領域とチャレンジしたい領域、就労可
能な時間といった能力の具体的な中身を集積した
上で、それらのケイパビリティデータに基づき、
各就労継続支援事業所に最適な仕事を分配する。
  「障害者を直接的に支援するわけではなく、企
業などの経済セクターと就労困難セクターの双
方が協働し、仕事を通じて障害者が活躍する仕組
みを作ることが僕らのミッションです。ポイント
はわれわれが受注者であること。受注した仕事を
先ほどのデータに基づいて彼らに再委託し、今ま
でになかった新しい活躍の機会を創出するのが
NEXT HEROです。このモデルだからこそ、就
労困難者は現時点では実力がなくても、新しい
仕事に挑戦しやすい。逆に顧客側も、われわれが
100％の品質を担保するので安心、という構造な
のです」
　障害者が得意な仕事にはどんなものがあるの
か。「AIアノテーション含め、デジタル系にはと
ても強いですし、モノをピッキングしてラッピン
グするといった流通加工の現場でも戦力を発揮
しています。他にも、ビジネスホテルの客室清掃
があります。これは品質が高く、清掃というより
ルームメイキングという言葉がぴったりです」　
　NEXT HEROにはこれまで、就労継続支援

03 vol .72 2023.11

M E S S A G EM E S S A G E
FROMFROM   TOPTOP
社 会 を 変 え る リ ー ダ ー



事業所が2000（全国の総事業所数は1万5000）、
ワーカーは4万人超が関わっている（日本全国の
就労継続支援事業所に通う障害者は50万人）。顧
客先は累計で約350。大企業からベンチャー企業、
官公庁、財団法人までさまざまだ。「僕らの顧客は
3つの特徴をもっています。1つは就労困難者の特
性を最大化できること、もう1つが自分たちのマー
ケットが成長していること。最後がロボティクス
化が困難で人の手を要する仕事があることです」

理想を掲げる現実主義者たれ

　このモデルで一番好影響を受けるのはワーカー
の人たちかもしれない。就労継続支援B型事業所
で働く場合、平均工賃は現在、月1万6000円であ
る。この12年間で、増えたのはたった4000円ほ
どだ。それに対し、NEXT HEROに参画すると、
3万2000円も増える。つまり工賃は4万8000円
になる。
　日本には法定雇用率という制度がある。1976
年から始まった制度で、その割合だけの障害者雇
用率を達成できていない企業は国に対し納付金を
納めなければならない。このNEXT HEROは
法定雇用率とは無関係の仕組みだが、多くの企業

が活用しているのは、NEXT HEROで働くワー
カーのなかから自分たちが「いい」と思った人を
直接雇用に切り替えていく意図があるからだとい
う。「法定雇用率を満たすためだけではなく、実際
の仕事を通じて、能力や人柄も見極め、ふさわし
い人なら自社で雇用しようという動きが始まって
いるのです」
　小野氏は続ける。「日本にこれまで存在しなかっ
た協働市場を創りたい。障害者雇用市場はある。
法定雇用率があるからです。でも、障害者を雇用
する前に一緒に働く協働機会はないんです。地域
社会の就労困難者がその市場に取り込まれること
で、賃金が上がり、自己実現が加速する。僕はこ
れを、社会に大きな影響をもたらす『インパクト
サプライチェーン』と呼んでいます。その積み重
ねが日本社会を元気にするでしょうし、同じモデ
ルを世界に輸出できるかもしれない」
　実は社名のVALTはZur Welt（世界へ）とい
う意味を示すドイツ語からの造語だ。その背景に
はこのモデルを世界のインフラにしたいという小
野氏の思いが存在する。
　座右の銘は「理想を掲げる現実主義者たれ」。ま
ずは日本の足場をしっかり固めるつもりだ。

障害者と健常者が一緒に働く

「協働社会」を作りたい

小野貴也（おのたかなり）
1988年生まれ、大分県出身。富士大学卒業。塩野義製薬に入社後、障害や難病のある人の
活躍機会の喪失に衝撃を受け、同社を退社、VALT JAPANを立ち上げた。著書『社会を変え
るスタートアップ「就労困難者ゼロ社会」の実現』（光文社新書）。
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組織の流動性と
マネジメント 

特集1
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　昨今、個人による仕事や働き方の選択肢の広がりな
どを背景に、自発的に異動や転職を希望する人が増加
しています。また、企業においてはDXへの対応などの
戦略転換に向けて、部門や職種をまたぐ配置変更や中
途採用が積極的に行われています。このように組織内・
組織間での人の動きは増え、組織における人材の流動
性は高まる傾向にあるといえます。
　人材の流動性が低すぎることは企業や個人の健全な発
展を妨げる可能性があり、流動性の高まりは両者にとっ
てさまざまな良い影響をもたらすと思われます。一方で、
適切な流動性のあり方は、どの国や組織、個人にとって
も一定でなく、高すぎる流動性により新たな課題が生じ

るケースも想定されます。
　いったい流動性の変化は、企業経営や職場運営、個
人の働き方にどのような影響を与えるのでしょうか。多
様な人材が十分に力を発揮し、組織が成果をあげてい
くために、どのように流動性をマネジメントしたり、流
動性に応じたマネジメントをしたりしていくことがで
きるでしょうか。
　本特集では、先行研究や識者への取材により、多様
な視点から流動性がもたらす影響について理解を深め
ると共に、企業事例や職場の流動性に関する実態調査
から、自社に適したマネジメントを検討するためのヒ
ントを得ていきます。 （編集部　佐藤裕子）

組織の流動性と
マネジメント 
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では企業のなかで生じる人の動き、つ
まり「職場」を移る程度・頻度に注目す
る。組織の流動性が高いとは、（外的な
移動か内的な移動かを問わず）職場を
移る人が多いという状況であり（図表
1-a）、逆に、流動性が低い状況とは、職
場を動く人や頻度が少ないという状況
である（図表1-b）。流動性が高い場合、
人の入れ替わりが多いため、従業員は
さまざまな人と仕事をする機会が相対
的に多くなるのに対して、流動性が低
い場合は、皆が継続的に同じ職場にい
るため、固定的なメンバーで仕事をし
ていくことが多くなる。
　こうした職場や協働関係への人の出
入りの程度、すなわち流動性は、組織
文脈を構成する重要な要因として組織
論のなかで重要視されており、現代の
職場を特徴づける要素の1つと考えら

れている＊2。

組織の流動性を捉える視点

　こうした重要性にもかかわらず、組
織のなかのどの視点をとるか（どの立
場からの影響を見るか）によって、流動
性の意味合いは異なっているように思
われる。これまでの学術研究の流れを
踏まえると、3つの視点に分けて考える
ことが重要である（図表2）。

1. 個人からの視点（ミクロ）

　1つ目は、従業員個々人からの視点
である（図表2-a）。職場を動く各人へ
の影響に注目し、その個人が職場を移
動する程度（mobility）を捉える視点で
あり、その意味で「ミクロ」な視点と表
現することもできる。
　こうした観点からの流動性の影響に
ついては、学術的な研究の蓄積が見ら
れる。最近のメタアナリシスによれば、
組織内部での職場の移動は個人の職務
満足度や組織コミットメント、キャリ
ア上の成功などの知覚にプラスの影響
があるとされる＊3。また、金融機関を対
象にした研究例では、人事異動を経験
した従業員のパフォーマンスが高まる
ことが報告されている＊4。否定的な効

個人による仕事や働き方の選択幅の拡大などを背景に、組織における人材の流動性は高まる傾向にある。
経済の生産性を高めるためにも流動性を促進すべきだという主張も盛んだが、
職場環境における流動性の変化は、組織やそこで働く個人に対してどのような影響をもたらすのだろうか。
本レビューでは、組織の流動性を捉える視点が多様であることを説明し、関連する研究を概観することで、
その影響を理解する枠組みについて論じる。

組織の流動性の高低図表1

　流動性（fluidity）とは、簡単にいえ
ば、人の動き（出入り）のことである。
なかでも、本稿では、企業組織内部で
の人の流動性に焦点を合わせる。
　組織をめぐる人の動きには、企業間
での人の出入りだけでなく、企業内で
の人の動きもある。前者は、「外的な移
動（External Mobility）」とも呼ばれ、
労働市場における雇用の流動化などの
文脈のなかで念頭に置かれているもの
である。それに対して、後者は「内的な
移動（Internal Mobility）」とも呼ば
れ、組織内部の人事異動などを指すと
される＊1。
　こうした区分を踏まえた上で、本稿

組織の流動性を捉える視点レビュー
PART1

組織の流動性とは

a.組織の流動性が高い b. 組織の流動性が低い

内的な移動 外的な移動

07 vol .72 2023.11



組
織
の
流
動
性
を
捉
え
る
視
点

レ
ビ
ュ
ー

特集 1  組織の流動性とマネジメント 

果を報告している研究例もあるが、総
じていえば、流動性は、個人の人材価
値を高め、キャリアにとってプラスで
あると考えられている＊1。
　しかしながら、これらの結果を解釈
する際には、「移動の自発性」（新しい職
場に移るかどうかを自分の意志で決め
られること）について留意する必要が
あると考えられる。社内異動について
の人事慣行は国によっても異なってお
り、例えば、いわゆるジョブ型雇用が
中心とされるアメリカにおいては、日
本と比べ定期異動など非自発的な異動
が少ないと考えられている。そうした
背景から、上記の研究結果は、自分で
主体的に（希望して）職場を移動してい
ることを前提としている可能性もある。
組織的な要請によって行われる非自発
的な職場の移動が、個人に対してどの
ような影響をもつのかについては未解
明な部分も多いと考えられる。
　移動の自発性が重要であるという
点は、社会心理学分野で近年盛んに
なっている「関係流動性（relational 
mobility）」についての議論においても
強調されている。関係流動性は、「社会
環境のなかで、必要に応じて新しい相
手と相互作用をすることができる機会
の多さ」として定義され、それが高い社
会環境では、新しい関係性の構築に向
けて対人的な信頼や自己肯定感などの
重要性が高まるのに対して、低い環境
では、既存の関係の維持に向けて周囲
に合わせていくような振る舞いが重要
になるとされる＊5。
　こうした関係流動性と、実際の流動
性の高さ（つまり、人々の職場の移動の
多さ）とがどのように関連するかにつ
いては不明確である。なぜなら、たとえ
職場の移動が多くても、それが非自発
的なもの（例えば組織要請による人事
異動）であったとすれば、関係流動性が

従業員それぞれではなく、ある企業組
織のなかでの人の動きや移動の程度
（mobility）と、それによる組織全体へ
の影響を考えるという意味で、「マクロ」
な視点と呼ぶこともできる。
　こうした視点からの学術知見を見る
と、流動性は基本的にイノベーション
に対してポジティブに働くと捉えられ
てきた。例えば、内的な移動が知識移
転に関する障壁を取り除くことによっ
て企業の知識創造を促進させることが
できるという知見がある＊7。つまり、知
識をもった従業員がその知識を他の職
場の従業員に提供することが困難であ
る場合にも、それを人の移動によって
（知識ではなく人自体を動かすことに
よって）解消することができる。
　また、より一般に、企業内の流動性
は、組織内の人的リソースの有効活用
につながり、企業の効率性を改善する

高くなるとは限らないからである。そ
れらがどのような関係にあり、どのよ
うな影響をもつのかについては、今後
の研究の蓄積を待つ必要がある。
　結局のところ、個々人に対して流動
性がどのように影響するのかは、各個
人の受け止め方によって大きく異なる
可能性が高いと思われる。実際、流動性
の効果が個人の業績水準や職場内の立
場などによって異なることを示唆する
研究結果も見られつつある＊4,6。こうし
た個人間の違いの大きさは、個人視点
での流動性についての理解を難しくし
ている原因の1つであると考えられる。

2. 企業からの視点（マクロ）

　第2は、企業全体からの視点であ
る（図表2-b）。個々の職場・チームや

組織の流動性を捉える3つの視点図表2

a.個人からの視点
一人ひとりが職場を移動するかどうかに注目

b.企業からの視点
企業のなかで生じている
人の出入りの頻度に注目

c.職場からの視点
職場メンバーが
入れ替わる程度に注目

b
c

a
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いる＊5。例えば、人の入れ替わりが多い
地域では、そうでない地域よりも、大き
なネットワークをもつことによる社会経
済的なメリットが大きいといった研究
や、軽い集まりや短期的なプランが好ま
れやすいことなどが報告されている＊13。
　こうした研究知見は、人々が暮らす
コミュニティのなかでの社会的場面に
おける相互作用相手が実際に変わる
（可能性が高い）ことが、相互作用のあ
り様を規定しているということを示唆
している。職場視点での流動性、すな
わち組織のなかでの協働場面における
相互作用相手（職場やチームの同僚）が
変わる程度が、職場や個人に及ぼす影
響について理解するためには、こうし
た組織外の文脈での議論を参照してい
くことも有用であると思われる。
　ここまでの3つの視点からの議論を
図表3にまとめた。

組織の流動性の
マネジメントに向けて

　これまで見てきたように、組織の流
動性の影響は、どの視点から見るかに
よってその様相を異にしている。例え
ば、個人に対してポジティブな影響を
もたらす異動（希望の職場への配置転
換など）が、必ずしも職場・チームや、
組織全体にとって望ましいことである
とは限らないかもしれない。また、組
織全体の視点からプラスになるような
試みでも（例えば適性に合わせた配置
の実現による人的資本の構築）、職場・
チームにとってはチーム内の調整を損
なわせる結果になるかもしれない。流
動性のマネジメントに際しては、複数
の視点を統合的に捉えることが必要と
なるだろう。
　職場のマネジメントの上では、個人
の視点と職場の視点の接合が、特に重

という議論も行われている＊8。特に、人
事異動によって企業は従業員の適性を
学び、より効果的・効率的な職務アサ
インを行うことができるようになると
いう指摘もある＊9。言い換えれば、企
業視点での流動性は、当該企業の人的
資本の構築につながると考えられる。
　このように流動性のポジティブな側
面を強調する研究が多いが、企業視点
からの研究は、個人視点からの研究に
比べ、そもそもの量が不足していると
いう指摘もある＊1。企業内の流動性が
人的資本につながるという議論は興味
深いものの、実証的な知見が十分に蓄
積されているとは言い難く、知見の一
般化には留意が必要である。

3. 職場からの視点（メゾ）

　第3は、企業内での協働の実際的な
単位、すなわち職場やチームなどから
の視点である（図表2-c）。この視点で
注目しているのは、職場のメンバーが
入れ替わる程度（fluidity）であり、こ
れまでの２つの視点（個人・企業）の中
間に位置するという意味で「メゾ」的と
いうこともできるだろう。
　ここで注目しているのは、「実際の協
働を行う相手が変わることがどの程度
あるのか」ということであり、「その度
合いが職場にどのような影響をもたら
すのか」ということである。同じ企業
組織のなかでも、ある職場・チームで
はメンバーがほとんど入れ替わらずに
固定的であるかもしれないし、他の職
場・チームではメンバーが頻繁に入れ
替わって流動的な職場となっているか
もしれない。また、職場の流動性が高
いとしても、自分自身はずっとその職
場に居続けているという可能性もある。
そうした意味で、この第3の視点は、こ

れまでの2つの視点とは別種のもので
ある。
　職場・チームの流動性についての先
行研究は、企業の流動性についての知
見と同様、イノベーションや創造性に
ついては、ポジティブな影響を報告す
るものが多い。例えば、新しいメンバー
の加入は、創造的なタスクのチームパ
フォーマンスを向上させるという研究
知見が知られている＊10。しかし、それ
以外のチームプロセスについてはネガ
ティブな影響が多く見られ、総じて、
チームのメンバー変更は、少なくとも
当初は、チームの有効性を低下させる
と考えられている＊11。メンバーの入れ
替わりは、役割分担についてのチーム
メンバーの知識を混乱させることを通
じて、例えばチームのコーディネーショ
ンを毀損したり、メンバー間の結束を
弱めたりするとされる＊12。
　ただし、先行研究では、チームの流
動性（メンバーの入れ替わり）のどの
部分を捉えるかについて一貫していな
い。既存メンバーの離脱に注目する研
究もあれば、新規加入のみを対象とす
る研究もあるし、両者を区別しない研
究もある＊11。また、流動性がチームに
与える影響について、時間軸を考慮し
た研究が必要だという指摘は根強い
が、この点に関する実証的な知見は多
くないのが現状である。
　なお、こうした職場・チームの視点か
らの流動性への着目は、前述の「関係流
動性」と並んで論じられている「居住地
流動性（residential mobility）」と共
通する点が多いことを指摘しておきた
い。居住地流動性は、さまざまな定義
があるが、「コミュニティのなかでの住
民の入れ替わる割合」と考えられてお
り、これまでの研究では、人々の社会的
ネットワークや期待される人間関係の
長さに影響を与えることが示唆されて
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ンバーの入れ替わり）がモチベーショ
ンに及ぼす影響は、職場内の立場が高
い従業員よりも、低い従業員において
強く見られることを示唆している＊6。
　また、「流動性をマネジメントする」
ことに加えて、「流動性に応じたマネジ
メントをする」ことも重要であるように
思われる。流動性の効果についての先
行知見は必ずしも一貫せずに正負両方
向の結果が混在する状況であることを
考えると、流動性に合わせたチーム設
計や組織運営を行うことが重要になる
だろう。実際、最近の研究では、流動性

によって、重要となるチームプロセス
が異なるということが明らかになりつ
つある。例えば、流動性が高いと、心理
的安全性などの効果が働きにくくなる
という研究もある＊14,15。
　流動性は、個人や組織の協働のあり
方を規定する、職場環境の根本要因の
1つであると考えられる。社会全体の流
動性の高まりとも呼応して、その影響
を適切に理解し、組織運営に活用して
いくことが今後ますます求められるよ
うになるだろう。

（主任研究員　仲間大輔）
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要だと思われる。例えば、人事異動に
ついて検討する際、ある個人の異動が
当該の個人に及ぼす影響について（特
に実務的には）注目しがちであるが、そ
の異動が転出元や転出先の職場・チー
ムにどのような影響をもたらすのかを
併せて検討していくべきであろう。同
時に、流動性が職場に及ぼす効果に加
えて、そのなかのさまざまな個人の誰
に対してどのような影響をもたらして
いるのかについて詳細に検討していく
必要があるだろう。実際、弊社の行っ
た研究では、チームの流動性（職場のメ

視点による流動性の効果の違い図表3

視点 特徴 主な先行知見 留意点

個人
（ミクロ）

• �従業員個々人からの視点
• �個人が職場を動く程度（mobility）が、

その個人にどのように影響するかに
注目

• �個人の人的資本を高め、
   個人の職務満足度や組織コミットメント、
   キャリア上の成功などにポジティブに
   影響する

• �自発的な移動と非自発的な（組織要
請による）移動の違いに留意が必要

• �個人による影響の違いが大きい可能性
がある

企業
（マクロ）

• �企業全体からの視点
• �ある企業組織のなかでの人の動きや
   移動の程度（mobility）と、
   それによる組織全体への影響に注目

• �基本的にイノベーションに対して
   ポジティブに影響する
• �組織内の人的リソースの有効活用に
   つながり、企業の効率性を改善させる
   可能性がある

• �実証研究の蓄積が不足しており、
   知見の一般化には留意が必要

職場
（メゾ）

• �職場やチームなどからの視点
• �職場のメンバーが入れ替わる程度
（fluidity）が、協働に与える影響に
   注目

• �イノベーションや創造性について、
   ポジティブに影響する
• �それ以外のチームプロセスについては、

少なくともメンバー変更の当初は、
   チームの有効性を低下させる

• �チームの流動性（メンバーの
   入れ替わり）のどの部分を捉えるか
   について一貫していない
• �時間軸を考慮した研究知見は多くない
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　イノベーションは、私たちの生活を便利で豊か
なものに変えてきました。例えば、もしクーラーの
イノベーションが起きていなかったら、私たちは
この日本の暑い夏をクーラーなしで乗りきらなく
てはなりません。それは今やほとんど不可能なこ
とでしょう。私たちの生活や社会には、イノベー
ションが必要なのです。
　ただ一方で、イノベーションには「破壊する」と
いう側面もあります。産業革命のときに蒸気機関
が広まって大量の馬が失業したように、イノベー
ションには多くの人の職を奪うリスクが常にあり
ます。実際、数多くの人がイノベーションによって
職を失ってきました。組織の流動化とイノベーショ
ンの関係を考えるときには、この破壊的な側面を
考慮する必要があります。

　組織の流動性が高まると、イノベーションの代
替指標「全要素生産性（TFP）」が確実に高まりま
す。つまり、アメリカなど流動性の高い社会ではイ
ノベーションが起きやすいのです。
　なぜアメリカ企業のTFPが高いかというと、ア
メリカでは「整理解雇がしやすい」からです。企業
は整理解雇しやすい環境では、新規性の高い事業
に積極投資する傾向があります。新規性の高い事
業は失敗する可能性が高いわけですが、仮に失敗
したとしても、整理解雇が可能なら、すぐに不採算
事業から撤退できるからです。
　逆に、日本のように整理解雇しにくく、組織の流
動性が低い国では、新規性の高い事業への投資が
進みません。失敗したときに、整理解雇して不採算
事業から撤退するのが簡単ではないからです。そ
のため、日本企業はリスクの高いイノベーティブ
な投資に気軽に踏み込めないのです。
　2023年、日本政府は、企業に博士人材の積極活
用を促す税優遇策を始めました。日本企業が博士

組織の流動性とイノベーションの関係はどのよ

うになっているのか。日本企業がイノベーショ

ンを増やしたいと思ったとき、何をどのように

変えたらよいのか。イノベーション研究の世界

的リーダーの１人で、2021年にシュンペーター

賞を獲得した清水洋氏に伺った。

清水 洋氏
早稲田大学  商学学術院  教授

流動性を高めるなら
社会がリスキリングの
機会を用意すべきだ

組織の流動性と
イノベーションの関係

text :米川青馬　photo :平山 諭

組織の流動性に関する識者の視点視点
PART2

整理解雇しやすくなれば
イノベーションが増える

視点
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術するためには、できるだけ同じメンバーで改善
を積み重ねて、チームワークをより良くすることが
大切です。こうした種類のチームは、流動性を低く
して、メンバーをあまり入れ替えない方がよいの
です。
　反対に、新規事業開発チームなどは、流動性が
高い方がイノベーティブな成果を生み出しやすく
なります。その際にポイントとなるのは、リーダー
の「コンフリクト・マネジメント」です。チームに新
メンバーが入ると、何かしら衝突が起きます。例え
ば、新メンバーが「もっと良いやり方があるので
は？」などとチームに問うわけです。その際、リー
ダーが妥協せずにコンフリクトを活用し、新しい
やり方・考え方を積極的に取り入れるようなマネ
ジメントをすると、ラディカルなイノベーションが
より起きやすくなるのです。

　今後、日本企業がラディカルなイノベーション
の創出を目指すのなら、いくつか変わらなくては
ならないことがあります。
　第一に、「スピンアウト」や「カーブアウト」を積
極的に推し進めることです。イノベーション研究
では、企業がスピンアウトを奨励すると、「サブマー
ケット」の開拓が進むことが分かっています。スピ
ンアウトした人たちは、親会社の技術を応用して、
親会社のメインターゲット市場とは別の小規模市
場の開拓を始めるのです。このサブマーケットの
開拓が、画期的イノベーションにつながることが
よくあります。
　その際、親会社との資本関係はない方が好まし
いです。資本関係があると、親会社にとって破壊的
なイノベーションが起きにくくなるからです。親会
社との資本関係が継続するスピンオフよりも、完
全に独立させるスピンアウトがよいのです。　　
第二に、「エース人材の流出」を恐れてはなりませ
ん。流動性の低い日本企業は、エース人材の流出
を極端に恐れる傾向があります。そのため、スピン

人材をなかなか雇用したがらないからです。これ
も理由は同じで、専門性の高い博士人材は、その専
門性が役に立たなくなるリスクを常に抱えていま
す。仮に10年後、博士人材の専門性が無意味になっ
たら、整理解雇できない日本企業はそれ以降、高い
給与を無駄に払い続けなくてはならなくなります。
そのリスクが怖いから、博士人材の採用に及び腰
なのです。しかし、画期的なイノベーションを起こ
すには、優秀な博士人材の力が欠かせません。多く
の日本企業がイノベーションを起こせない原因は
こんなところにもあるのです。
　以上を踏まえると、日本も整理解雇しやすい社
会に変われば、新規性の高い事業への投資が増え、
イノベーションが起こりやすくなるでしょう。

　日本ではイノベーションが起きにくいと話して
きましたが、それは「ラディカルなイノベーショ
ン」、つまり革新的なものをオリジナルに創出する
イノベーションに限った話です。「累積的なイノ
ベーション」、つまり製品サービスの改良や改善は、
むしろ日本が得意としてきました。この点につい
ては、詳しい説明は必要ないでしょう。
　実は、現代のイノベーション研究では、ラディカ
ルなイノベーションが累積的なイノベーションよ
りも重要だ、とは考えられていません。ラディカル
なイノベーションは大事だが、一方で経済的成果
を上げるためには、累積的なイノベーションが重
要だといわれているのです。
　一般的に、流動性が低い組織は累積的なイノ
ベーションが得意で、流動性が高い組織はラディ
カルなイノベーションを生み出すのが得意です。
日本が累積的なイノベーションを強みとしてきた
のは、組織の流動性が低いからです。
　このことは、チーム単位で考えると理解しやす
くなります。例えば、医療機関で手術を行うチーム
に求められるのは、正確さ・スピード・効率・失敗
の少なさです。ミスを減らして、正確かつ迅速に手

流動性の高い社会では
エース人材の流出を恐れるな

「累積的なイノベーション」は
日本がむしろ得意としてきた
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で、健康を害する可能性が高いといわれています。
流動性の高い社会では経済格差が拡大し、このよ
うに希望を失って健康を害する人が増える傾向が
あるのです。いくらイノベーションが多くても、絶
望死が多い社会が良いとは思えません。
　絶望死が広まらないようにするためには、イノ
ベーションによって「破壊される側」の希望をなく
さないことが大切です。その有力な方法の1つは、
国や社会がリスキリング機会を安価に提供するこ
とです。例えば、ヨーロッパには大学教育を無償で
受けられる国が多く、フィンランドに至っては大
学院まで学費が無料です。またドイツでは、政府が
中小企業などのリスキリング支援に力を入れてい
ます。流動性を高める際には、このように誰でも高
い専門性を再学習できる機会を用意する必要があ
ります。そうしなければ、意欲と希望を失う人が続
出してしまう可能性があります。
　ただ、50代以降になると、リスキリングに対す
る意欲はどうしても下がります。ですから、国はリ
スキリング機会に加え、中高年への所得再分配に
ついても熟慮した方がよいでしょう。
　幸いなことに、日本は少子高齢化が進んでいま
すから、多くの人材が余るようなことにはならない
はずです。少子高齢化をむしろチャンスと捉え、組
織流動性を高めてラディカルなイノベーションを
増やすと同時に、誰もが幸せに生きていける日本
社会を作っていきましょう。

アウトやカーブアウトにも消極的になりがちです。
しかし、個人の側から考えれば、多様な場で多様な
経験を積む方がイノベーションを起こす可能性が
高まります。また企業にとっても、エース人材を何
人も社外に送り出して「人材輩出企業」になること
ができれば、優秀人材を採用しやすくなるメリッ
トがあります。
　何よりも、流動性の高い社会では、かつての退職
者が回りまわって出戻ってきたり、自社の外部協
力者になったりする可能性が十分にあります。で
すから今後の日本企業は、退職者たちと良い補完
関係を築いていくことが肝要です。

　仮に、日本が今後、アメリカのように流動性の高
い社会、整理解雇できる社会になるとしたら、一方
で国や社会の側が「リスキリング機会」を豊富に用
意することが欠かせません。
　なぜなら、まさにアメリカがそうですが、流動性
の高い社会では、イノベーションによって職を失
うコストを個人が100％負担することになるから
です。現在の日本は流動性が低いため、企業は社
内失業者を社内に抱え込む傾向がありますが、流
動性の高い社会では、企業がそうした面倒を見な
くなります。個人が新たなイノベーションによって
職を失ったら、自らの責任でリスキリングし、新た
な職を探さなくてはならないのです。
　最近、アメリカでは「絶望死」が話題になってい
ます。高卒の中年白人男性の自殺・薬物依存症・ア
ルコール依存症が急速に増えているのです。イノ
ベーションや工場閉鎖などによって解雇され、モ
チベーションと希望を失った結果です。解雇は流
動性の高いアメリカ人にとっても大きなストレス

一橋大学大学院商学研究科修了。ロンド
ン・スクール・オブ・エコノミクスで
Ph.D.（経済史）取得。一橋大学大学院経
営管理研究科・イノベーション研究センター
教授などを経て、2019年より現職。『野生
化するイノベーション』（新潮選書）など著
書・共著書多数。

清水 洋（しみずひろし）

ポイントは「破壊される側」の
希望をなくさないこと
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　アメリカ・シリコンバレーの場合、「どんな仕事を
してきたか」を極めて重視します。私のインタビュー
では、同じ職種に長く従事していることが高く評価
されていました。アンケートを実施した際のデータ
分析でも、転職者の7割以上が同業種・同職種で転
職していました。反対に、日本企業1社でいくつも
の職種をジョブローテーションした日本人求職者は
「専門性が低い」とみなされ、転職時に不利でした。
　一方フランスでは、専門職に就くには職業に関す
る「国家資格」が必要です。当然ながら、同じ職業を
続けることが前提となっています。ただし、国は生
涯学習も支援しており、国家資格さえとれば、別の
職業に就くことも可能です。
　つまり、アメリカとフランスはどちらも職業の継続
を比較的重視しています。対して、日本では戦前か
ら企業が教育した従業員を逃さないよう長期勤続す
る者にメリットがある制度を作り、大企業に成長し
てきた経緯があります。その結果、従業員は組織に
長く帰属することを重視するようになり、社内での職
種転換には抵抗が少ない社会になりました。職業の
継続にそれほど重きを置いてこなかったわけです。
　私はメーカーの研究所や公的研究機関などの高
度専門職を中心に調査してきましたが、日本の大企
業では専門職や管理職は事務職や製造職以上に転
職しません。中小企業では日本でも何度か転職する

 「専門職が転職しないなんて、信じられない。数値
が間違っている」「大学を卒業したのに専業主婦に
なるなんて、意味が分からない」。以前私が国際学
会で、日本の転職行動や就業観について発表する
と、海外の研究者からよくこのような反応がありま
した。日本の常識は、世界の常識ではないと知り、
しっかりと伝えていく必要性を感じました。
　そこで私は、日本と欧米の転職行動・就職観の比
較研究を始めました。2007年に1年間、スタン
フォード大学の客員研究員となり、シリコンバレー
の就業制度や高学歴者の転職行動を調査しました。
日本では、メーカーの研究所や公的研究機関など
の高度専門職を中心に、さまざまな組織の就業観や
転職行動を見てきました。そうした研究から見えた
ことをお話しします。

藤本昌代氏は「仕事の社会学」の研究者で、社

会の流動性と人々の就業観、転職行動の関係

に詳しい。日本・アメリカ・ヨーロッパの就業観

や転職行動はどう違うのか。日本企業はどのよ

うに変わっていけばよいのか。詳しく伺った。

text :米川青馬　photo :角田貴美
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ナ禍に雇用を守った会社が多く、失業率が急速に
高まることはありませんでした。どちらがよいで
しょうか。
　また、アメリカのジョブ型雇用では、工場長は工
場のゴミを拾いません。掃除担当者の仕事を奪って
しまうからです。ゴミ拾いは担当者がいるからよい
のですが、アメリカでは、多くの「隙間仕事」は誰の
ジョブでもないから誰もやりません。どうするかと
いうと、マネジャーが隙間仕事を集めて新たなジョ
ブを作り、新たな人員を募集するのです。その人が
入るまで、隙間仕事はほったらかしにされます。日
本なら、たとえジョブ型になっても誰かが隙間仕事
を拾うのかもしれませんが、アメリカと同じように
なる可能性もあります。
　このように、日本の雇用システムには、欧米には
ないメリットも多くあります。ですから、日本型雇
用の長所と短所をきちんと整理し、生かすべきは生
かすことが、大切だと思います。例えば、現在の日
本のメーカーでは、「人材ごとの特許譲渡」がありま
す。この手法だと、研究者自身も現職では不要だと
思われた研究ではあるが、移動先では自分の研究
を知りたいと考えている人がおり、新たにプロジェ
クトを推進できるため、移籍への不満が少ないと聞
きます。転職があまり好まれない日本社会でも、特
許ごとの譲渡なら適材適所を比較的スムーズに実
現できるのです。

　私が今、気になっているのは、日本企業内の組織
への愛着や忠誠心です。最近ヨーロッパを中心に、
「職場コミュニティが大事」という研究が多く出て
いるからです。実際、ヨーロッパでは職場の仲の良
さを大切にする企業が増えている印象を受けます。
フランスやドイツの研究開発系の大企業ではホワ
イトカラーでも誕生会、業績表彰会、週末のピザ
パーティ、近場のピクニックを就業時間中に行っ
て、職場のコミュニケーションを重視している所が
あります。
　また、アメリカの場合でも、転職が多いから会社
への愛着や忠誠心が低い、というわけではありませ

のが過去のデータからもよく見られた傾向ですが、
それでも全体的には、日本は頻繁な転職をあまり好
まない文化です。ある公的研究機関には、組織で生
き残るために研究分野を全く異なる分野に方向転
換した人もいました。このように日本では専門性を
磨くこと以上に、組織に残ることを重視する傾向が
あります。このような社会を私は「低流動性社会」
と呼んでいます。
　シリコンバレーは正反対です。高学歴者は転職
が当たり前で、転職しない人は能力が低いとみなさ
れます。皆がお互いの仕事ぶりをよく見ていて、優
秀な人にはエージェントや以前の同僚などから声
がかかります。個人の実力・意欲・姿勢などが現場
目線で評価される社会です。声がかかったら、たと
え現職が好きな会社でも、転職することが珍しくあ
りません。典型的な「高流動性社会」です。
　日本とシリコンバレーの間には、さまざまな流動
性のグラデーションがあります。実はアメリカ以外
では、1社に勤め続ける人も少なくありません。フ
ランスも大手自動車メーカーには転職未経験者が
何人もいます。インド最大の財閥企業であるタタ・
グループも、勤続20年以上が珍しくないと聞きま
した。調べると、転職しない専門職は日本だけでな
く、世界にも存在するのです。
　なお、流動性は職種によっても大きく変わります。
IT技術者は万国共通で流動性が高く、日本でも転
職が珍しくありません。一方で、科学技術系の研究
者には、特殊な研究設備が必須のため、物理的に転
職不可能な人たちもいます。アメリカですら、そう
いう人たちが存在します。

　最近は、日本社会も以前よりは人材の流動性が
高まりました。アメリカ式のジョブ型雇用を導入す
る企業も増えています。しかし、アメリカの真似を
すればうまくいくと考えるのは危険です。アメリカ
が一概によいわけではないからです。例えば、アメ
リカでは経営上合理化が必要となった場合、整理
解雇を簡単に行えるため、コロナ禍で失業率が高ま
りました。反対に日本では、中小企業でさえもコロ

アメリカの真似をすれば
うまくいくと考えるのは危険

大事なのは組織への愛着や
忠誠心を高めることでは
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人材流動性には、「社内の流動性」と「就職・離

職」の二側面がある。人材流動性が高まる今、

私たちは社内流動や異動をどのように捉えれ

ばよいのだろうか。離職率は組織パフォーマン

スにどう影響しているのだろうか。至善館大学

副学長の吉川克彦氏に幅広く伺った。

ん。転職先が良い会社だと感じれば、自分を評価し
て採用してくれた転職先に、むしろ高い愛着や忠誠
心をもつ傾向があるのです。
　対して最近の日本企業では、職場のコミュニケー
ションが難しくなり、社員の愛着や忠誠心を高める
仕組みを失っているように見えます。本当にそれで
よいのでしょうか。バブル後の日本では、従業員の
愛着や忠誠心が著しく下がり、組織が崩壊した会
社がいくつもありました。そうなってはいけないの
です。日本で今後人材の流動性が高まったとして
も、職場コミュニティはより大事にしていく必要が
あるでしょう。
　ただし、愛着や忠誠心の内容は、この数十年で大
きく変わりました。現代は、個人が組織にぶら下が

同志社大学大学院文学研究科社会学専
攻博士後期課程修了。システム設計に約
10年間従事した後、同志社大学社会学部
社会学科准教授、スタンフォード大学客員
研究員などを経て、2011年より現職。著
書に『専門職の転職構造』（文眞堂）などが
ある。

藤本昌代（ふじもとまさよ）

るのではなく、プロフェッショナリティをもって自
律すると共に、組織のパーパスに沿って周囲とうま
く協働していく社会です。組織のパーパスやあり方
が好きだから、組織に愛着や忠誠心をもつ、という
時代になったのです。これからの企業には、社員の
愛着や忠誠心を高める現代的な仕組みが求められ
ると思います。

text :米川青馬　photo :平山 諭

　心理学、 社会学の非常に基本的な概念として、
「報恩性」というものがあります。私たちには、誰か
にもらった恩を返したくなる性質があるのです。組
織に関する研究でも、上司と部下、同僚同士といっ
たさまざまな関係で、報恩性が働いていることが知
られています。
　ただ、経営学におけるこの種の研究は従来、「一

吉川克彦氏
至善館大学  副学長  教授

社内のナレッジ流通を
活性化させるための
異動もあり得るのでは
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対一の交換」研究が主流でした。そこで私は、「集団
としての交換」の研究を行いました。集団のなかで、
誰かから受け取った恩を、別の誰かに渡す、そして、
恩の連鎖が巡る、というものです。実際、先輩から
受けた恩を、後輩に返そうと思う人はたくさんいま
す。もっと広く集団を捉え、私は日本社会で生まれ
育ち、いろんな人に世話になった。だから日本社会
の次の世代のために行動する、という人もいるで
しょう。集団としての交換も、組織、また、社会に
おいて重要な役割をもっている、と考えたのです。

　世の中には、質問すると誰かが答えてくれるオン
ラインプラットフォーム「ナレッジコミュニティ」が
いくつもあります。最近は、社内にナレッジコミュニ
ティを用意する会社も増えています。そして、こうし
たコミュニティの参加者間のやり取りは、一対一の
交換ではなく、集団としての交換になることが知られ
ています。興味深いことに、コミュニティ上で質問し
て誰かに答えてもらった人は、その後の何週間か、他
の人の質問に答える回数が多くなる傾向があるので
す。受け取った恩をその相手に直接返すのではなく、
別の誰かに送る。いわゆるPay it forwardですね。
　研究からはいくつかのことが分かりました。第一
に、報恩性には「個人差」があります。受けた恩は返
すものだ、恩はそうやって巡り巡っているものだ、と
強く思っている人と、そうでもない人がいるのです。
　第二に、社内ナレッジコミュニティでは、質問者
と以前同じ職場で働いたことのある人は、回答率が
跳ね上がることが明らかになりました。恩を送りや
すい傾向がある人は、相手が知り合いの方であれば
なおさら恩を送るようになるのです。
　ここからいえることは、組織のなかに「集団での報
恩性」が高い人、すなわち、恩は巡り巡るものだ、と
信じている人が多くいると、社内ナレッジコミュニ
ティが盛り上がりやすくなる、ということです。そう
した人が積極的に質問に答えることで、それを受け
取った人も答える傾向が上がる。場の「温度」を上げ
てくれる、ということです。逆に質問に答えず、他の
人の答えを読むばかりの「テイカー」が多いと、場は

盛り上がらなくなってしまうでしょう。
　まとめると、デジタル上のコミュニティでさえも、
やはり人間的な恩のやり取りがあり、そのなかで社
内知識の伝達が行われているのです。相手が理解で
きるように説明するのは、それなりにコストのかかる
行為です。そのコストをかけてでも質問に答えるの
は、相手が自分の知識を誰かのために使ってくれる
だろうという期待があるからです。知っている相手
からの質問を画面上で見ると、相手が思い浮かび、
恩のつながりという人間的心理が刺激される。「ソー
シャルキャピタル（人材の社内のつながり）」はそう
して知識の伝達を促しています。
　グローバル企業でも、こうした人のつながりを意
図的に活用しているケースがあります。例えば、他
国からグローバル本社に一時赴任した人は、帰任
後も本社と他国の情報パイプ役として活躍する
ケースがよくあります。国をまたいだ異動は、国を
超えて知識を伝播すると共に、地理的に離れた組
織の一体感を醸成するのです。
　言い換えれば、部門や拠点を超えた異動は、社員
が会社という人間集団に所属しているという認識
を生み出す力になるのです。大きく捉えると部門横
断プロジェクトや運動会などのイベント、同期のつ
ながりなども同様の効力を発揮します。
　異動にはさまざまな意味がありますが、人事の方
は、こうした視点ももたれるとよいのではないで
しょうか。例えば、社員が社内ネットワークを広げ
るための異動、社員の組織コミットメントを高める
ための異動、社内のナレッジ流通を活性化させる
ための異動もあり得ると思うのです。このように異
動の目的や種類を増やすと、異動がもっと有意義に
なっていく可能性があります。

　最近、日本社会の人材流動性が高まり、日本の大
企業でも離職率が高まっているという話をよく耳に
します。海外の水準からすれば、多くの日本企業の
離職率は決して高くありませんが、日本の大企業で
は今までほとんど辞めなかったため、少しでも高ま
ると危機感を覚えるのでしょう。

人間的なやり取りのなかで
社内知識の伝達が行われている

企業間の人の流動性を
どう捉えるか
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　そうした状況のなか、「一定水準の離職はむしろ
組織パフォーマンスを高める」とか「適度な人材の
出入りはむしろ組織にとって健全で、組織の成長に
必要なことだ」という主張も出てきています。では実
際には、離職率と組織パフォーマンスの関係はどう
なっているのでしょうか。
　2013年、パク・テヨンとジェイソン・D・ショーは、
離職率と組織パフォーマンスの関係に関する104本
の論文を基にしたメタアナリシスの結果を発表しま
した。メタアナリシスとは、数多ある研究の結果を
統計的に統合、再分析して、普遍的・横断的な傾向
を導き出す手法です。
　その結果、「離職率が高いほど、組織パフォーマ
ンスは下がる傾向がある」ことが分かりました。ただ
し、離職のうち「自主的離職」と「ダウンサイジング
による解雇」は組織パフォーマンスを下げますが、
「組織による解雇」は組織パフォーマンスを高めも低
めもしませんでした。つまり、この研究では、「一定
水準の離職は組織パフォーマンスを高める」という
主張は成り立ちません。適度な離職率などというも
のはなく、基本的には離職率が高まるほど、組織パ
フォーマンスは下がる、ということです。
　ただし、これは主として日本国外での研究を基
にしたメタアナリシスで、そこには、日本企業、特
に大企業に見られるような非常に低い離職率のサ
ンプルはあまり含まれていないと思われる点に留
意が必要です。実際、日本企業のみをサンプルにし
た研究では、一定水準までは離職率が高まること
で企業パフォーマンスが高まるということを示し
たものがあります。時間が経てば事業を取り巻く環
境は変化します。そして、そうした変化が速いとき
には、必要なスキルセットが社員の学習スピードよ
り早く変化してしまう。そうした際に、人が全然辞
めず、外部から新しいスキルをもつ人材の雇用を
積極的に行えなければ、変化に対応しきれずに組
織パフォーマンスが下がるかもしれません。

　では、なぜ離職率が高いほど、組織パフォーマン
スは下がる傾向があるのでしょうか。

2017年ロンドン・スクールオブエコノミク
ス経営学博士課程修了。1998年～2013
年リクルートグループ（ワークス研究所、リ
クルートマネジメントソリューションズ等）
で組織人事の研究・コンサルティングに
従事。上海交通大学助理教授などを経て
2023年より現職。

吉川克彦（よしかわかつひこ）

　従来の研究では、人材が流出すると、ヒューマン
キャピタル（人材がもつスキル・知識・経験）とソー
シャルキャピタルが失われるから、組織パフォーマ
ンスが下がるのだといわれています。
　ヒューマンキャピタルは当然として、注目すべき
はソーシャルキャピタルです。簡単にいえば、社員
が1人抜けると、その社員がつながっている社内外
の網の目が傷つくわけです。
　なぜソーシャルキャピタルがそれほど重要かとい
えば、序盤で説明したとおり、知識のパイプとして
働く、またより広くいえば、協働を下支えしているか
らです。

　日本社会の人材流動性が高まっていくと離職率
がある程度上がることは避けられないでしょう。そ
うなると、これからの日本企業は、人の出入りを想
定しつつ、関わる人たちが「そこに関わる意味」を見
いだせるようにすることが重要だと考えています。
退職したアルムナイや、社員ではなくても事業に関
わっているパートナーも、同じ目的や価値観を共有
した仲間である、と捉えるような、組織の壁の外ま
で広がるつながりを作っていくことが、企業にとっ
て重要です。
　最後に、私は「雇用形態間の人材流動性＝正社員
と非正規社員の流動性」も高めたいと願っています。
なぜなら、今の日本社会では、いったん非正規社員
になってしまうと、正社員になる道が極めて狭いの
が現実だからです。「フルタイムで正社員として働く
こともあれば、時間を限定して非正規で働く、そし
てまた戻る」といった柔軟なキャリアを描けるよう
になれば、私たちはもっと希望をもって、自由かつ
柔軟に生きていけるでしょう。

離職率が高まると
「つながりの網の目」が傷つく

日本社会の「雇用形態間の人材
流動性」も一緒に高めてほしい
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　2021年4月に、ソニーグループ株式会社が発足
し、新しいグループアーキテクチャーに移行。それ
にともない、人材理念も“Special You, Diverse 
Sony”と再定義した。ソニーグループの人事総務
領域においてグループ各社にソリューションを提供
するソニーピープルソリューションズ人材開発部統
括部長の堀田綾子氏が解説する。「ソニーの
Purposeは、『クリエイティビティとテクノロジー
の力で、世界を感動で満たす』です。異なる個性を
もつ一人ひとりと、多様な“個”を受け入れるソニー
とがPurposeを中心に共に成長するという意味で
す。盛田氏の言葉にもあるとおり、ソニーでは自分
のキャリアは自分で築くというキャリア自律の考え
方が創業時から根付いているように思います」
　この人材理念のもとに、さまざまな人事施策が走っ

ているわけだ。
　社員のチャレンジを促し、社内で多様な経験を積
む機会を増やすための、手挙げ制の施策が4つある。
まず、1966年から運用されている「社内募集制度」は、
上司の許可を得ずに、社内の求人に自ら応募できる。
これまで累計で8000名以上の異動が実現した。
　2015年には、新たに3つの制度がスタートした。
　1つ目は今の職場に籍を置いたまま、新しい仕
事にチャレンジできる「キャリアプラス制度」。手
挙げ制による、いわば社内兼業である。業務時間
の2割程度までをあてられる。　
　2つ目は「Sony CAREER LINK」。社員自ら
がプロフィールを登録し、求人のある職場のマネ
ジメントに共有し、マッチングの機会を創出する。
　最後は優秀な社員にフリーエージェント（FA）
権が付与される「社内FA制度」。FA権を行使した
場合、オファーされたポストや職種に異動できる。
  「2021年の新しいグループアーキテクチャーへの
移行にともない、各事業会社の自立性が強くなる
ので、当初はこれらの制度の利用者が減るのでは
と思われましたが、むしろ増えています」（堀田氏）
　なかでも、利用者が増えているのが、キャリアプ
ラス制度だ。2020年度と比較した場合、2022年
度は173%と高い伸びだ。ソニーグループ株式会社

ソニーのファウンダーの1 人である盛田昭夫氏

が入社式で、新入社員に「ここ（ソニー）で幸せ

になれないと思ったならば一日も早く辞めてく

ださい。やはり辞めた方が自分自身のためにな

ります」と繰り返したのは有名な話だ。自分の

キャリアは自分で築くという文化が根付くソ

ニーでは、社内転職、すなわち、異動も活発に

行われている。その実情を話してもらった。

組織内の人材流動を考える2つの事例事例
PART3

text :荻野進介　photo :伊藤 誠

堀田綾子氏 ソニーピープルソリューションズ株式会社 
人材開発部  統括部長

鈴木謙太郎氏 ソニーグループ株式会社  
人事1部  2課  統括課長

組織の境界を越える
チャレンジマインドを
醸成する

ソニーグループ

事例
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知らせ、行使可能な期間が与えられる。行使希望者
のリストは人事経由で求人のある部署に回覧し、面
談したい人をリストアップしてもらう。多い人には
20件ほどの申し込みが殺到する。「オファーが来て
いる部署のうち、本人が希望する部署と面談が行わ
れます。面談をした上で異動する社員もいますが、
実はこれまでと同じ部署に残留を決めるケースも
多い。社内FA制度は異動ありきではなく、自分の
キャリアのさまざまな可能性を探る機会としても活
用されています」（鈴木氏）
　この社内FA制度で思わぬ副産物が生まれた。
「優秀な人材が他部署に異動することで、後進の育
成の必要性が高まることにもつながっているので
す。加えて、異動をしなくても、新しい仕事の機会
が生まれることがあります。また、『キャリアを考え
るきっかけ』という社内FA制度の趣旨をポジティ
ブに受け止めていただいており、優秀な人材のリテ
ンションにも大きく寄与しているようです」（鈴木氏）
　ここまで見たように、会社主導、個人主導、それぞ
れの異動がうまく合わさって、社内でのキャリアの
多様化が担保されているようだ。「ジョブと個人を一
対一で結びつける異動だけでは、個人のキャリアも、
新しい仕事が生まれる機会も狭めてしまう。それを
回避するにはグループ内での機会を幅広く開示し、
場合によっては本人にとって思いがけない異動も実
現させることが有効と考えています」（堀田氏）
　今後の課題について、まず鈴木氏が述べる。「事
業の括りでは、現状はまだエンタテインメント・テ
クノロジー＆サービス事業やイメージング＆セン
シング・ソリューション事業間での異動が多いです
が、今後は今まで以上に事業の垣根を越えた異動
を促進できるようにしたいです」
　堀田氏は次のように述べた。「2021年の新しいグ
ループアーキテクチャーへの移行にともない、『個』
を取り巻く環境が大きく変化しつつあります。自立
した各事業を尊重しつつ、いかに越境人材を育て
グループとして共創する力をつけていくかが課題
だと感じています。だからこそ、グループ内での人
的交流や知見の共有を今まで以上に活発に行って
いく必要があると思っています」

人事1部2課統括課長の鈴木謙太郎氏が話す。「多
いのは新規事業関連のプロジェクトですね。新し
い事業を始める際に、迅速に人材を確保したい職
場側のニーズと、新規事業に関わってみたい社員
側のニーズが合致した結果だと思います。さらに
は、コロナ禍を経て、テレワークの体制がより定着
したことも、他部署の業務を兼任することへのチャ
レンジを後押ししている一因だと思います」
　何か問題点はないのだろうか。「今は週に1日か
ら2日弱の兼務を半年から1年間継続するケース
が多いですが、例えば2～3カ月の短期プロジェク
トに集中してもらえるようにするなど、もっと柔軟
に活用できるようにしていきたいです」（鈴木氏）

　ソニーグループでは、異動に関し、どんな考え方
をもっているのか。例として「社内募集」で掲げら
れている3つの目的を見てみよう。1つ目は社員の
チャレンジマインドの醸成と支援。2つ目は適材適
所の実現。3つ目は重要ビジネスの強化である。「1
つ目の目的につながることですが、本人のやる気や
エンゲージメントが高い人の方が高いアウトプッ
トを出す傾向にあると思います」（堀田氏）
　その実現には、手挙げだけでなく、会社主導の異
動も活用されている。「新しい事業を他社と合弁で
行う場合は、会社の意思で配置することもありま
す。職種別で人材管理をしているので、経験のある
人を配置したい場合もある。全部の求人が社内公
募されているわけではないのです」（堀田氏）
　通常の異動のなかにも、個人の意向が尊重された
結果として実現するものは多い。「日常の面談のな
かで『将来、こういう仕事がやりたい』という会話を
上司と繰り返し、実際に異動先との関係性も自ら
作って、異動につながるケースもあります」（鈴木氏）
　一方、優秀な人ほどキャリアが固定しがち。社内
FA制度は自分のキャリアをしっかり考えるきっか
けにしてほしい、というのがその趣旨だ。
　年1回、FA権が付与されたことを対象の社員に
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チャレンジマインドの醸成と
適材適所の実現
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　カオナビが開発・販売しているタレントマネジ
メントシステム「カオナビ」は、社員の顔や名前、
過去の経歴、スキルなどを一元管理できるクラウ
ドシステムだ。社員の個性を直感的に把握できる
ため、人材を最適な部署に配属して活躍のチャン
スを増やしたり、育成や人材管理の効率を高めた
りするなどの効果が期待できる。
　同社を率いる佐藤氏は、社内情報の公開やス
ピードについて問題意識を感じている。
 「若いビジネスパーソンのなかには、人材紹介会
社に登録したり、求人サイトをのぞいたりしてい
る人がたくさんいます。そのため、社外にどんな仕
事や機会があるかをよく知っているのです。これ
に対し、社内の情報は不足気味です。特に大企業
の場合、他部署に異動するとどのように成長でき
るか、どんな楽しさが味わえるのか知っている社
員は少数派でしょう。背景には、組織のたこつぼ化
や、経営層など上の世代が情報をクローズドにし

たがる傾向があるのかもしれません。その結果、若
手は社内に転がっているチャンスに気づかず、『こ
の会社にとどまるより転職する方が、可能性が広
がるのではないか』と考えるのです。企業はもっと
積極的に、『他部署に異動すると、どのようなキャ
リア形成ができるかなど、ハッピーになれる可能
性が社内にもあること』を発信すべきでしょう」
　情報に関する世代格差は、スピードの面でも顕
著だ。インターネットを通じ素早くフラットなコ
ミュニケーションに慣れている若手は、企業から
のアプローチに不満を感じている。
 「今は、SNSに投稿するとすぐに反応が返ってく
る時代です。それなのに一般的な企業では、上司
からのフィードバックが半年に1度程度しかあり
ません。その上、紋切り型の評価しか与えられな
かったら、多くの若手は不満を覚えるでしょう。そ
の結果、会社から立ち去ってしまうのです」

　佐藤氏は、会社側の都合だけで配属を決めるこ
とにも疑問を呈している。従来は、会社からの期待
（＝must）と社員の能力（＝can）を比べ、社内で

人材の流動性が高まるなか、企業は人材マネジ

メントにおいてどのようなことを意識すればい

いのだろうか。企業事例に精通する、カオナビ

代表取締役社長 Co-CEOである佐藤寛之氏

に聞いた。

text :白谷輝英　photo :平山 諭

佐藤寛之氏
株式会社カオナビ  代表取締役社長  Co-CEO

情報公開と社内人材の
流動性向上で、社員が
主役の人事制度を

カオナビ

社員のやりたいことを把握し
それに合った場を用意する
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　これからの社員は自己の人材価値を高めたり仕
事のやりがいを大きくしたりするために、異動と転
職のどちらが有利なのか考えるようになるだろう。
こうしたなか、企業には「社内人材の流動性向上」
も求められる。社内公募などの仕組みを導入して
他部署への異動が容易になり、社内にも好機がた
くさんあるとアピールすれば、優秀な人材を引きつ
けることが可能になるはずだ。
　そして人材流動性がさらに高まる現代において、
企業は人材について考える際の主語を、自社から
社員側に切り替えることが不可欠だという。
 「私が人事の仕事を始めた頃は、優秀な人材を自社
に確保する取り組みを『リテンション』と呼んでい
ました。これは企業側が主語になっている言葉で、
いかにも現代的ではありません。今は、よりフラッ
トな『エンゲージメント』という言葉を使います。こ
のように、人事は旧来の発想を捨てなければなりま
せん。社員が働きやすく、面白がって参加できる人
事制度を、社員の視点に立って一緒に作っていく。
そういう努力をより多くの企業が進めていけば、
もっといい世の中になるのではないでしょうか。
　今後はさらに、社内異動と転職との壁が薄くなっ
ていくのかもしれません。例えば、社員が『カオナ
ビ』などのシステムを使って社内公募の情報を得
る一方、求人サイトなどで転職情報を手に入れ、そ
れらを同じまな板にのせて比較するのが当たり前
になるかもしれないのです。そうした時代におい
て、企業は常に社内コミュニケーションの変革に
取り組み、『社員から選ばれ続ける企業』であろう
と努力し続けなければならないと、私は考えてい
ます」
　社内の情報をオープンにすること。社内人材の
流動性を高めること。そして、社員の自己成長や
キャリア構築をリアルタイムで支援する仕組みづ
くりを模索すること。それらが、これからの企業に
求められるというのが、佐藤氏の見立てだ。

空きが出たポストにふさわしい社員を選び、否応
なく辞令を出す人事が一般的だった。しかし、こう
したやり方を続ける企業は社員のつなぎ留めに失
敗するというのだ。
 「国内勤務を望む人を無理やり海外支店に配属し
たりすれば、当然、退職の危険性は高まります。会
社の事情や社員の経験・能力だけでなく、本人の
やりたいこと（＝will）をきちんと把握し、それに
合った仕事と職場を用意することが大切なのです。
そうしたすり合わせを行って社員と企業のエン
ゲージメントを強めれば、仕事に対するモチベー
ションは高まるでしょう。
　また、最近の若手のなかには『私は社会に貢献で
きているか』『私と会社はつながっているか』といっ
た感覚を大切にする人が増えていると感じます。
そういう意味でも、社内のコミュニケーションを大
胆に変え、情報をできるだけ開示してエンゲージ
メントを強めることが必要です。そうすることで、
社員が経営を含めた企業との一体感を得られやす
くなりますから」
　社員の自己成長やキャリア構築支援のコミュニ
ケーションを意図して人事制度を変える企業も現
れている。「カオナビ」を導入し、新人事制度の浸
透を推進している大手ゼネコンは、その1つだ。
 「同社は2021年、『育キャリ面談』という制度を作
りました。これは、本人か配偶者に子どもが生まれ
ると分かった段階で、『カオナビ』を使って上司に
情報を共有。その上で、産休・育休をどう取得する
のか面談する仕組みです。悩みを抱える社員がい
たら、できるだけ素早く助け舟を出そうと努力して
いるわけです。
　また、評価制度のリアルタイム化を目指す企業
も増えています。人事評価は半年に1度だが、360
度評価のフィードバックは3カ月ごとに行う。ある
いは部内表彰や、社員同士で報酬を贈り合う『ピア
ボーナス』を毎月実施することで、従業員に刺激を
与えているという話も耳にします」
　キャリア全般を支える人事制度や新たな評価制
度を導入し、社員とのコミュニケーションを密に
しようとする動きは、今後も加速しそうだ。

カ
オ
ナ
ビ

事
例　優秀な人材の引き留めには

社内流動性の向上も重要

特集 1  組織の流動性とマネジメント 
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をもって回答できるよう入社して半年
以上が経過している人を対象とした。

個人の流動性①
転職・異動の経験

　まずは、回答者個人における流動性
の経験を確認する。流動性というと労
働市場の流動性といった社会レベルの
現象がまず想起されるが、本稿では、
人の入れ替わりや新しい人との出会い
といった個人や職場の流動性に着目す
る。「所属する企業や部門を移ることが

ない」「職場もいつも同じ顔触れで人が
入れ替わらない」「新しい人とも出会わ
ない」といった固定的な状態とは反対
の状態を流動性が高いと考える。そこ
で、転職や異動で所属が変わる経験や、
社外活動や社内他部署の人と関わる経
験を、個人の流動性の実態として捉え
確認する。
　図表2に「転職経験」と「現在の所属
企業における業務内容が大きく変わる
異動経験」の数を、年齢層別に集計し
たものを示した。全体で見ると転職経
験が1度もない（0回）人が46.5%と半
数弱いる一方、3回以上の人も20.5%
と約2割を占める。年齢層別に見ると
40～49歳の転職経験率が高いようで
ある。
　現在の所属企業において職種など業
務内容が大きく変わる異動をした経験
については、全体としては転職経験と
似た分布であり、1度もない（0回）人が
44.8%、3回以上の人が13.3%である。
年齢層別に見ると50～59歳で大きな
異動の経験数が多いようである。
　ちなみに、転職経験も現在の所属企
業における大きな異動経験もない人は
17.3%である。転職経験はあるが大き
な異動経験がない人は27.5%、大きな
異動の経験はあるが転職経験がない人
は26.2%である。

調査目的 周りにいる人や関わる人が固定的でなく入れ替わったり新しく関わり合ったり
する程度として「流動性」を捉え、個人における流動性に関連する経験と職場に
おける流動性の実態を明らかにする。

有効回答数 782名

回答者の属性
・�男性69.3％、女性30.7％
・�25～39歳35.7%、40～49歳29.7%、50～59歳34.7%
・�営業18.2%、接客・サービス15.5％、企画・事務26.9％、専門・技術22.4％、生産・製造17.1％
・�製造業36.2%、非製造業62.5%、その他1.3％
・�従業員（職員）規模：300名以上1000名未満33.9％、1000名以上5000名未満29.4％、
��5000名以上10000名未満12.3%、10000名以上24.4％

調査方法 インターネット調査

実施時期 2023年9月8～10日

調査内容 ・転職、異動、社外活動などの経験
・所属している職場の信頼や助け合いに関する規範や雰囲気
・�所属している職場における直近1年間の人の入れ替わり、
��新しく人と出会う機会の程度　など

調査対象 従業員規模300名以上の企業で働いている正社員のうち、入社して半年以上が
経過しており、管理職でない一般社員

調査概要「個人と職場の流動性に関する実態調査」図表1

　本調査は、企業の職場で経験される
流動性の実態と、それに関連する心理
的・組織的な変数との関係を明らかに
することを目的として実施した。調査
概要を図表1に示す。
　部署異動や離職・入職が社内で一定
程度以上起こり得る環境に条件を揃え
るため従業員規模300名以上の企業に
限定し、所属組織について一定の理解

リクルートマネジメントソリューションズ 組織行動研究所 主任研究員藤澤理恵

流動性とは、その文字に表されるとおり、流れ動く性質のことである。本調査では、周りにいる人や
関わる人が固定的でなく、入れ替わったり新しく関わり合ったりする程度として流動性を捉える。
個人と組織の流動性の実態を確認し、特に組織の流動性についてはその違いがもたらす影響や、
流動性をマネジメントする可能性を検討する。その際、職場に所属する人が入れ替わる「所属流動性」と、
職場に所属する人が新しく人と出会う可能性としての「関係流動性」に着目して分析を試みた。

職場の「所属流動性」と「関係流動性」
 -人の行き交う職場が得るもの、失うもの

調査報告
PART4

調査概要
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個人の流動性②
社外活動への参加経験

　次に、新しい人との出会いの機会に
関連するであろう「社外活動への参加
経験」を見てみよう。いわゆる「越境経
験」と呼ばれるような活動への参加経
験を図表3に示した。
 「社外活動に参加したことがない」人
は52.0%にのぼり半数以上である。他

せてみよう。集計結果を図表4にまと
めた。「社外経験・転職・大きな異動が
すべてある」人は14.2%いる。「転職・
大きな異動のいずれもなく、社外経験
のみある」人は6.6%、反対に「社外経
験がなく、転職・大きな異動経験の少
なくともいずれかはある」人は38.6%
であった。個人の流動性経験は多様で
ある。「社外経験・転職・大きな異動の
いずれもない」人は10.6%であった。

方で、リストに挙げたうちのいずれ
か1つの社外活動に参加している人が
28.6%、2つ以上の活動をしている人
が19.3%存在する。最も多いのは「3. 
趣味の集まりやサークルへの所属」で
22.3%、「5.勉強会・研究会・学会など
への所属・参加」が17.1％、「1.PTA・
自治会など、地域活動に、役員や中心
メンバーとして参加」が15.7%と続く。
　ここで前述の「転職経験」「所属企業
における大きな異動経験」と掛け合わ

経験したことのある社外活動 〈複数回答／ｎ=782／％〉図表3

次のうち、あなたが経験したことのある社外活動を、いくつでもお選びください。

年齢層別、転職経験／現在の所属企業における業務内容が大きく変わる異動経験 
〈単一回答／ｎ=782／％〉

図表2

【転職経験】これまで何回転職を経験しましたか。
【異動経験】現在お勤めの会社で、何回人事異動（所属部署や勤務地の変更）を経験しましたか。
　　　　　  そのうち、職種など業務内容が大きく変わる異動を何回経験しましたか。

現在の所属企業における
業務内容が大きく変わる

異動経験

2回1回0回 4回 分からない3回 5回以上

※転職ではなく、同一企業・企業グループ内での異動（出向・転籍含む）についてお答えください。

9.社外活動に参加したことがない

7.異業種合同研修などへの参加
8.その他の社外活動

6.講義・講演・専門委員など、識者としての活動

4.副業など、収入を伴う活動への従事
5.勉強会・研究会・学会などへの所属・参加

3.趣味の集まりやサークルへの所属
2.プロボノ・非営利団体スタッフなど、非営利活動への参加

1.PTA・自治会など、地域活動に、役員や中心メンバーとして参加
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個人の流動性③
問題解決の重要な情報源

　仕事上で多様な所属の人と関わる機
会についても見てみよう。研究開発職
の人的ネットワークが特許取得などの
イノベーションに及ぼす影響を検討し
た青島（2005）＊1を参考に、より一般的
な情報源のリストを作り、回答者自身
の仕事の問題解決上の重要な情報源と
してあてはまるものを尋ねた。結果を
図表5に示す。
　多くの人が、「1.同じ職場の同僚」
（71.2%）や「2.職場の上司」（60.7%）を
頼りにしている。職場外では、「3.社内
他部署の社員」（30.1%）や「4.社内他部
署の管理職社員」（12.4%）のほか、社外
の「5.取引先企業の社員」（12.8%）、「10.
社外の友人・知人」（10.5%）を頼る場
合もある。文献などでは「15.インター
ネットに掲載されている情報」（18.3%）
のほか目立つものはなく、問題解決上
の重要な情報源は「人」が中心であるこ
とがうかがわれる。
　職種別に他の職種より高い選択率
だった情報源は、営業職では「5.取引
先企業の社員」（19.9%）、企画・事務職
では「3.社内他部署の社員」（37.1%）や
「4.社内他部署の管理職社員」（19.5%）、

社外経験の有無と、転職経験および大きな異動経験のクロス集計 〈複数回答／ｎ=782〉図表4

仕事の問題解決上の重要な情報源 〈複数回答／ｎ=782／％〉図表5

あなた自身の仕事の問題解決上の重要な情報源として、
あてはまるものをすべてお選びください。

＊1	 	青島矢一	（2005）「R&D	人材の移動と技術成果」『日本労働研究雑誌』	541,	34-48.

1.同じ職場の同僚

2.職場の上司

3.社内他部署の社員

4.社内他部署の管理職社員

6.競合企業の社員

5.取引先企業の社員

7.社外のコンサルタント

9.大学など社外機関に所属する識者・専門家

8.以前勤務していた会社の同僚や上司

10.社外の友人・知人

11.社外勉強会・学会

12.家族・親戚

16.市場調査、アンケートやインタビュー
などによる収集情報

13.学術誌、専門誌などに掲載されている文献

15.インターネットに掲載されている情報

14.書籍、新聞などに掲載されている情報

18.社内外の研修・セミナー

17.chatGPTなど生成AI

20.その他

19.社内の情報共有データベースなどの
蓄積情報

21.特にない
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同職場

文献など

社外

社内他部署

転職経験がある 52.4%

所属企業において大きな異動経験がある 51.2%

社外経験がある 46.7%

所属企業における
大きな異動経験

社外経験 転職経験 ない ある

ない
ない 10.6% 12.1%

ある 15.7% 10.7%

ある
ない 6.6% 14.1%

ある 11.8% 14.2%

社外経験・転職・大きな異動がすべてある 14.2%

転職・大きな異動のいずれもなく、社外経験のみある 6.6%
社外経験がなく、転職・大きな異動経験の少なくとも 
いずれかはある 38.6%

社外経験・転職・大きな異動のいずれもない 10.6%
※「分からない」を選択した人を除いているため合計が100%とならない
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専門・技術職では「2.職場の上司」
（69.1%）や「5.取引先企業の社員」
（17.7%）、「13.学術誌、専門誌などに
掲載されている文献」（13.1%）、「15.イ
ンターネットに掲載されている情報」
（28.0%）、「17.chatGPTなど生成AI」
（4.6%）であった。

職場の流動性①
人の入れ替わり：所属流動性

　ここまで回答者個人の経験における
流動性を確認してきた。ここからは視
点を変え、回答者が現在所属している
組織や職場に着目する。まずは人の出
入りする量や頻度の観点から流動性を
確認してみよう。
　全社の異動方針は、図表6のように
分散している。最も多いのは「（3）人の
異動が比較的少ない方で、何年も同じ
顔触れで仕事をする職場の方が多い」
（33.6%）で、「（4）人の異動がほとんど
なく、個人にとっても異動はまれな経
験である」（16.4%）と合わせると、半数
の回答者が所属する企業では異動がほ
とんどないか少ない。
　回答者が所属する職場も、半数は改
組の見込みが少ない安定的な職場であ
る。図表7に示したように、「（3）常設の
課・チーム・グループであり、比較的長
期にわたり安定的に継続する見込みで
ある」が50.0%と最も多い。ただし、日
常的に最もやり取りの多い職場を1つ
選んで回答してもらったため、実際に
は複数タイプの職場に所属している可
能性もある。
　これらの職場では、どのくらい人が
入れ替わっているのだろうか。直近の1
年間で入れ替わった人の割合（「1年前
から今の職場に所属している人のおよ
その割合」をパーセントで回答しても

らい、100%から引いて算出した）を図
表7に示した。このような人の量的な
入れ替わりを本稿では「所属流動性」と
呼ぶこととする。例えば、所属流動性が
0%ということは1年前からほぼ人が入
れ替わっていないことを表すため、「低
所属流動性」の職場と解釈する。
　回答は0～100%に分布し、平均値は
24.0%だが、0%の割合が31.6%であ
るなど分布は大きくゆがんでいる。半々
の回答者数に分かれる中央値は10.0%

であった。図表7で見た時限性-安定
性の違いによる職場タイプごとに所属
流動性の水準を比較したところ、統計
的に確かであるほどの差は見いだされ
なかった。

職場の流動性②
新しい人との出会い：関係流動性

　次に、「関係流動性」の概念を用いて、
職場における人との関わりの面の流動

所属企業の全社的な異動方針 〈単一回答／ｎ=782／％〉図表6

所属企業における人の異動の全体的な
方針・傾向として、最も近いものを、
次の選択肢のなかから１つお選びください。 全社の異動方針

所属している職場のタイプ別、職場の所属流動性／
関係流動性の平均値 〈単一回答／ｎ=782〉

図表7

現在の職場（課・チームなど仕事上のやり取りが日常的にあるグループ）の性質は、
次のどの分類に近いですか。 
※あてはまるものがない方もこのなかで比較して最も近いと思われるものをお答えください。

※	所属流動性は直近1年間に職場のメンバーのうち入れ替わった人の割合（0 〜 100%に分布）。関係流動性は職場の
同僚全般について「彼らには、人 と々新しく知り合いになる機会がたくさんある」などの3項目について「まったくあては
まらない〜非常にあてはまる」の6件法の回答を平均した値（1 〜 6点に分布）

（1）全社的にローテーション人事が行われており、
　  2～3年など比較的短い期間ごとに
　  異動を経験する人が多い

（2）社内の人の異動や配置転換が比較的ある方で、
　  毎年のように新しい顔触れで仕事をする
　  職場の方が多い

（3）人の異動が比較的少ない方で、
　  何年も同じ顔触れで仕事をする職場の方が多い

（4）人の異動がほとんどなく、
　  個人にとっても異動はまれな経験である

（5）分からない
（6）その他

18.2
（1）

14.1
（2）

33.6
（3）

16.4
（4）

15.2
（5）

2.6（6）
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n 所属流動性 関係流動性

全体 782 21.2% 3.7

（1） プロジェクトチームやタスクフォースなど、
　  時限的に編成され、使命を果たしたら解散する
　  見込みである

45 
(5.8%) 27.9% 3.9 

（2） 常設の課・チーム・グループであるが、
　  短・中期的な事業戦略などに応じて、
　  柔軟に改組・再編されることもあり得る

155 
(19.8%) 23.9% 3.7 

（3） 常設の課・チーム・グループであり、比較的
　  長期にわたり安定的に継続する見込みである

391 
(50.0%) 19.3% 3.6 

（4） 分からない 191 
(24.4%)



低群の組み合わせの4群がいずれも存
在することになる。この4群の間で、職
場の特徴の比較を行った（図表8）。
　まず、職場の人たちは信頼し合って
いるという信念である「信頼規範」、こ
の職場では困ったときは助け合えると
いう信念である「互酬規範」、そしてそ
のような温かさとは反対に、冷ややか
でギスギスしているという認知である
「冷ややかな職場」についての測定結果
の違いを図表8で見てみよう。
　信頼規範と互酬規範は、所属流動性
の高低によらず、関係流動性の高低で
差が生じていた（③④が①②より有意
に高い）。職場の人が入れ替わる度合い
によらず、新しい人と出会う機会が多
い場合は職場のなかでお互いへの信頼
や助け合いが育まれている。
　回答者自身の「組織市民行動」と呼
ばれる協力行動についても同様の傾向
が見られた（③④が①②より有意に高
い）。同僚に前向きな提案をしたり提案
を引き出したりする「組織市民行動（発
言）」、喜んで同僚を手伝うなどの「組織
市民行動（援助）」は、いずれも新しい
人と出会う機会が多い場合に高い。
　職場の顔触れが変わらなければ、相
手を知る機会も多く、信頼や援助をし
やすいように思われる。もし本当にそ
のとおりならば、②④群より①③群の
方が信頼と互酬の規範が高くなるはず
であるが、実際はそうではない。むしろ
新しく人と知り合う機会が多いかどう
かといった関係流動性の高低によって
③④と①②の間に差が生まれている。
これは社会全体についての先行研究で
分かっていることと概ね整合的な結果
といえる。同じ顔触れで長く過ごすこ
とよりも、新しく人と知り合う機会が
多いことが能動的な信頼形成と助け合
いの行動を生むようだ。

性を確認しよう。関係流動性は、「社会
環境のなかで、必要に応じて新しい相
手と相互作用をすることができる機会
の多さ」と定義される。本調査では、そ
の下位概念の1つとされる「新規出会
いの機会の多さ」を取り上げる。自分個
人のことではなく、職場の同僚全般に
ついて「彼らには、人々と新しく知り合
いになる機会がたくさんある」などの
項目に推測で回答してもらった。「まっ
たくあてはまらない～非常にあてはま
る」の選択肢を1～6点に変換した。関
係流動性の水準でも、図表7で見た時
限性-安定性の違いによる職場タイプ
ごとの有意な差は確認できなかった。
　これらの傾向から、所属流動性、関
係流動性ともに、時限性-安定性の違
いによる職場タイプとは同義ではない
ことが分かる。すなわち、プロジェクト
チームにも人が入れ替わる場合と入れ
替わらない場合があるし、長く設置さ
れている安定的な組織にも新しく人と
知り合う機会が多い場合と少ない場合
があることになる。

所属流動性×関係流動性：
職場の信頼や助け合いの違い

　ここからは、所属流動性や関係流動
性が職場にどのような影響を及ぼして
いるのかを検討してみたい。先行研究
では、国別の比較などから、流動性が
高い社会では意識的に信頼を形成した
り助け合ったりする行動が動機づけら
れることが知られている。流動性と他
者との関わりにおけるそのような関係
は、企業の職場でも同様に見られるの
だろうか。
　所属流動性と関係流動性の相関係数
は0.03であり無相関である。つまり、
所属流動性の高低群と関係流動性の高

　しかし、「冷ややかな職場」だけは状
況が異なる。高所属流動性の職場同士
の比較（②と④）において、関係流動性
が高い④の方が、統計的に有意に冷や
やかさが高い。所属流動性と関係流動
性が両方高い場合には、冷ややかな職
場となるリスクがありそうだ。信頼も
あるし助け合いもするがドライな職場
というイメージだろうか。④のような
高流動性職場で冷ややかさを避けるた
めのマネジメントのヒントは後段で分
析・考察する。

所属流動性×関係流動性：
仕事・会社への動機づけ・愛着

　個人の仕事や会社に対する態度の違
いも確認したい。競争・協力・達成・学
習に対する4種類のモチベーションと、
組織への愛着の度合いである組織コ
ミットメントの平均値についても図表8
に示している。
　信頼や助け合いと同様に、所属流動
性にかかわらず、関係流動性が高く新
しい人と出会う機会が多い職場で働く
人は、4種類すべてのモチベーション
が高い（③④が①②より有意に高い）。
また、職場よりもさらに大きな所属単
位である会社に対する愛着的なコミッ
トメントも同様である。
　人の出入りが多い、少ないにかかわ
らず、新しく人と知り合う機会が多く
開かれた職場であれば、仕事や会社へ
の思いが薄まってしまうことはないこ
とが分かる。

マネジメントのヒント①
冷ややかな職場を避けるために

　所属流動性と関係流動性が両方とも
高い高流動性職場では、信頼や助け合
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いはあるが同時に冷ややかな、いわば
ドライな雰囲気の職場となるリスクが
あることを先に述べた。このことはど
のようにしたら回避できるだろうか。
流動性以外の職場や仕事の特徴に関わ

る変数との関係からヒントを得たい。
　図表9は、「冷ややかな職場」を被説
明変数として企業属性、職場特性、職
種、職務特性といった仕事の特徴に関
連する変数からの影響を重回帰分析の

手法を用いて比較した結果をまとめた
ものである。統計的に有意な影響が見
られたものだけ数値を記載している。
数値の正負・大小関係は、被説明変数
である冷ややかな職場の数値（高いほ

所属・関係流動性の組み合わせ別、協力／モチベーション／愛着 〈単一回答／ｎ=782／％〉図表8

※いずれも複数項目の平均値を集計

参照文献（項目の出典）
a	北村智・中原淳・荒木淳子・坂本篤郎(2009)「業務経験を通した能力向上と組織における信頼,	互酬性の規範」『組織科学』	42	(4),	92-103.
b	松田与理子(2011)「組織シニシズム尺度(Organizational	Cynicism	Scale)の開発と妥当性,信頼性の検討」『応用心理学研究』	36	(2),	88-102.
c	松下将章・神吉直人(2019)「知識労働者に関する組織市民行動尺度の下位概念の検討」『追手門経営論集』	24	(2),	25-36.
d	池田浩・森永雄太	(2017)「我が国における多側面ワークモチベーション尺度の開発」『産業・組織心理学研究』	30	(2),	171-186.
e	北居明・鈴木竜太	(2006)「組織文化と組織コミットメントの関係に関する実証研究―クロス・レベル分析を通じて―」『神戸大学大学院ディスカッションペーパー』	36.
f		オリジナル項目

①低所属流動性×低関係流動性（n=248） ③低所属流動性×高関係流動性（n=168） ④高所属流動性×高関係流動性（n=157）②高所属流動性×低関係流動性（n=209）

教示文・質問項目例と参照文献は以下のとおり（調査対象に合わせて項目表現を一部改編した）

互酬規範

学習志向的
モチベーション

組織コミットメント

協力志向的
モチベーション

達成志向的
モチベーション

競争志向的
モチベーション

組織市民行動（援助）

冷ややかな職場

組織市民行動（発言）

信頼規範
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あなたが所属している会社に対する、現在のあなたの考えや
気持ちについて、次のようなことはどの程度あてはまりますか。
組織コミットメント：「私はこの会社に愛着を感じている」など3項目e

愛着

仕事におけるあなた自身の気持ちや考えとして、
次のことはそれぞれどの程度あてはまりますか。
競争志向的モチベーション：「同僚よりも優れた成果（業績、評価）を上げることは、
今の私にとって大きな喜びである」など4項目d
協力志向的モチベーション：「職場の同僚と良い関係を築くための取り組みを
継続的に行っている」など4項目d
達成志向的モチベーション：「自分の職務を全うするまで、決して諦めることはなく
取り組んでいる」など4項目d
学習志向的モチベーション：「今以上に成長することにエネルギーを注いでいる」
など4項目d

モチベーション

あなた自身の職場における行動として、
次のことはどの程度あてはまりますか。
組織市民行動（発言）：「われわれに影響する問題に関して、
同僚が意見を述べるように促している」など3項目c
組織市民行動（援助）：「常に周りの同僚に手を貸すつもりでいる」など3項目c

協力（個人）

職場（課・チームなど仕事上のやり取りが
日常的にあるグループ）の対人関係において、
次のことはどの程度あてはまりますか。
信頼規範：「ほとんどの人は基本的に善良で親切である」など3項目a
互酬規範：「困ったときお互いに助け合っている」など3項目a
冷ややかな職場：「冷ややかな雰囲気が流れている」など4項目b,f

協力（職場）

3.79
3.77

4.38
4.30

3.72
3.71

4.38
4.22

3.21
3.04
3.03

3.36

3.51
3.46

3.98
3.96

3.81
3.71

4.29
4.27

3.44
3.30

3.84
3.87

3.73
3.63

4.23
4.25

3.79
3.71

4.20
4.28

3.56
3.44

4.06
4.06

3.38
3.32

3.84
3.76



ど冷ややか）の高低への影響の大きさ
を表している。
　所属流動性の高い群（直近1年の人
の入れ替わりが10%以上）と低い群（同
10%未満）を分けて分析したところ、そ
れぞれ別の要因が見いだされた。
　所属流動性の高群では関係流動性
が冷ややかな職場の度合いを高めてお
り、2つの流動性がどちらも高い高流動
性職場は、冷ややかな職場となるリス
クがあることが再確認された。
　しかし同時に、冷ややかさを抑制す
る要因も見いだされた。抑制への影響
度が大きい（負の数値）のは、職務特
性のうち「目標の相互依存性」である。
目標の相互依存性とは、チームとして
の役割や目標を理解し、協同で責任を
担っているという意識を指す。
　他方で、「タスクの相互依存性」は、
冷ややかさを高めている。タスクの相
互依存性とは、他の人が仕事をしない
と自分の仕事が完了しない、あるいは
その逆といった業務の相互影響の強さ
を指す。目標とタスクの相互依存性は、
同じ職務において共存し得る特性であ
るが、重回帰分析ではそれぞれの独自

の特徴の影響が分解されて示される。
仕事における相互依存性の、目標の重
なりとタスクの相互影響の強さは、職
場の冷ややかさに対して正反対の影響
力をもっていることになる。
　このことからは、仕事が密接に関連
し合う職場において、それが単純にタ
スクの相互影響と認識されるのか、「同
じ目標に向かってチームで役割を担っ
ている」と認識されるのかで、職場の雰
囲気に大きな違いが生じる可能性が示
唆される。管理職が、情報や機会の提
供によってマネジメントできる余地が
あると考えるべきだろう。
　所属流動性の低い職場でも、タスク
の相互依存性は冷ややかさを高め、目
標の相互依存性は冷ややかさを抑制す
る。しかし、それ以上に冷ややかさ抑
制への影響が大きいのは「職務自律性」
である。職務自律性とは、業務の進め
方を自分で決められる裁量の程度を表
す。ちなみに所属流動性の高低群の間
で、職務自律性の水準や分布には有意
な違いがない。社会全体についての先
行研究では、流動性が高い社会の方が
意識的に関係性を良好にしようと働き

かける傾向があることが分かっている。
そのことと照らし合わせると、固定メ
ンバーで仕事をし続ける職場では、関
係性を良好にしようとする働きかけが
薄れやすい可能性がある。そのような
職場では、互いのタスクが影響し合う
煩わしさを帳消しにするために、業務
遂行上の裁量がより必要とされるのか
もしれない。
　低流動性職場で有効な自律性促進
は、高流動性職場では冷ややかさの解
消に効果が見られない。流動性が高い
ことで目的意識が分散しがちだからこ
そ、自律性よりも目標の相互依存性を
強調することが冷ややかさを抑制する
と考えられる。

マネジメントのヒント②
新しい出会いの機会を生む環境

　新しく人と出会う機会の多さとして
の関係流動性は、職場を開かれた空間
とし、相互信頼や助け合いを高め、個
人の多様なモチベーションや会社への
愛着を引き出していた。関係流動性の
高い職場には、上司や人事管理（HRM）
施策によるどのような働きかけがある
のだろうか。
　図表10に、関係流動性を被説明変数
として、先ほどと同様に所属流動性の
高低群別に重回帰分析を行い、仕事・
組織要因に加えて上司とHRM施策の
影響を検討した結果を示す。
　職種については企画・事務職と比較
した場合の影響の高低が分析結果とし
て示されている。所属流動性の高群で
は企画・事務職と比べて生産・製造職
の関係流動性が低くなる傾向が、低群
では専門・技術職の関係流動性がやや
高くなる傾向が見られる。
　興味深いのは所属流動性の高低群

「冷ややかな職場」を被説明変数とした重回帰分析の結果図表9

※各職種の係数は、企画・事務職と比較した場合の効果 **	p<.01,	*	p<.05	
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被説明変数 ＝ ［ 冷ややかな職場 ］
所属流動性

高群(n=366)
所属流動性

低群(n=416)

企業属性
5000 名以上
製造業

職場特性
職場組織の設立からの経過年数
関係流動性（新規出会いの機会） 0.17 **

職種※

営業職
接客・サービス職
専門・技術職
生産・製造職

職務特性
職務自律性 -0.25 **

目標の相互依存性 -0.27 ** -0.14 *

タスクの相互依存性 0.34 ** 0.25 **
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で、関係流動性に影響する上司のリー
ダーシップの種類が異なることだ。高
群では、多様な経歴や立場のメンバー
をうまくマネジメントしているといっ

た内容の「多様性志向リーダーシップ」
が関係流動性にプラスに影響してい
る。人の入れ替わりが多い職場では、
メンバーの経歴や立場が多様になるた
め、多様性への理解や働きかけが風通
しの良い職場に一役買うのだろう。
　所属流動性の低群では、「自律支援型
リーダーシップ」が関係流動性にプラ
スに影響している。自律支援型リーダー
シップは、意思決定への参加機会・仕
事の意義の理解・能力への信頼・自律
性の提供を特徴とする。人の入れ替わ
りがほとんどない職場では、意思決定
への参加や自律性を獲得する上で上司
の仲介が重要である可能性が考えられ
る。また、固定的なメンバーのなかでは
仕事の意義や自分の強みの理解がおろ
そかになりやすく、それらを促す上司
の働きかけの影響が大きいのかもしれ
ない。そのような状況下で、上司が促す
意思決定の機会への参加や自律的な行
動が新しい出会いをもたらし、仕事の
意義や自分の強みの理解が人との出会
いを良い方向に導くことが想像される。
　またHRM施策のなかでは、所属流
動性の低群で、「希望する研修や講習を
受講できる制度」があると、関係流動性
が高いという関係が見られた。新しい
知識・スキルを学ぶことで新しい仲間
ができたり、人と関わるきっかけが増
えたりすることが考えられる。

高流動性職場では多様さの包摂、
低流動性職場では自律性がカギ

　以上、個人の流動性経験の種類が多
様であることを概観した上で、職場で

「所属流動性」と「関係流動性」という2
種類の流動性を測定し得ることを確認
した。所属流動性の高低によらず関係
流動性の高い職場と低い職場がある。
しかし、おしなべて関係流動性の高さ
が信頼・助け合いの規範や多様なモチ
ベーション、組織への愛着に関係して
いることが示された。高流動性職場に
は冷ややかでドライな職場になるリス
クもあるようだが、それを避けながら
関係流動性を高める要因を検討した。
所属流動性が高く人の入れ替わりが多
い職場では、共通の目標や役割を担っ
ているという目標の相互依存性の意
識を高めることと、多様な経歴や立場
を思いやり包摂することが、流動性マ
ネジメントのヒントとして見いだされ
た。さまざまな過去があり、新しく人と
出会っていく機会も多いメンバーが集
まっているからこそ、今ここでチーム
として一緒に仕事をする意味や目標を

明確にする対話的なマネジメントが有
効と考えられる。
　所属流動性が低く人の入れ替わりが
少ない職場では、自律性を高めるマネ
ジメントが求められている。その内容
としては、仕事の進め方の上での裁量
を高め、ルールを減らし、意思決定へ
の参加機会を作ることなどが考えられ
る。また、仕事の意義を見いだし、仕事
で自分の強みを生かしていけるよう、
上司が情報や前向きなフィードバック
を与えていくことが有効といえる。
　社外の労働市場が活性化し人の出入
りが増え、社内の組織も戦略に応じて
柔軟に組み替えられたり手挙げの異動
が増えたりして、これから人の入れ替
わりが増えていく職場もあるかもしれ
ない。しかし、むやみに恐れる必要はな
い。開かれた職場が得るものも多くあ
ることを理解し、より良いマネジメン
トを模索することは可能である。

※各職種の係数は、企画・事務職と比較した場合の効果 **	p<.01,	*	p<.05	,	†	p<.10

「関係流動性」を被説明変数とした重回帰分析の結果図表10
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被説明変数＝ ［ 関係流動性 ］
所属流動性

高群(n=366)
所属流動性

低群(n=416)

企業属性
5000 名以上
製造業

職種※

営業職
接客・サービス職
専門・技術職 0.10 †

生産・製造職 -0.20 **

職務特性
職務自律性 0.12 †

目標の相互依存性
タスクの相互依存性

上司
自律支援型リーダーシップ 0.38 **

多様性志向リーダーシップ 0.17 *

流動性
関連の
HRM
施策

フレックスタイムなど、働く時間を柔軟に選べる制度
テレワークなど、働く場所を柔軟に選べる制度
職務基準（ジョブ型）の配置・処遇制度
社内公募など、他部署へ手挙げで異動を希望する制度
新規事業や業務改善などを会社に提案できる制度
希望する研修や講習を受講できる制度 0.11 *

副業・兼業の許可
社内副業・兼業
出戻り採用（元従業員を歓迎・優遇する採用）



　過去30年間、非正規社員の比率は、
約２割から約４割に増加した＊1。環境
変化に対応するべく、企業が行った施
策と考えられる。日本経済新聞社の採
用計画調査によると、2023年度の採用
計画に占める中途採用の比率は過去最
高の37.6%となり、2016年度から7年
で2倍に上昇した＊2。組織における人
の流出入は増え、社会全体としての流
動性は高まっていると考えられる。
　副業・兼業制度の導入も増えてい
る。弊社の2022年の調査においても、
25.0%の企業がすでに導入しており、
24.7%の企業が導入の検討中だった。
　本誌調査（P24 図表3）によると、越
境経験につながる社外活動の経験者
は、約半数存在する。また、ベンチャー
企業と大企業の事業提携数は、2010年
代に爆発的に増加している＊3。企業間
の壁は低くなり、ここでも流動性が高
まっていることが分かる。
　非正規社員比率の増加、中途採用
者の増加、副業・兼業や社内公募制度
の拡充、社外活動やオープンイノベー
ションの増加を通して、組織の流動性
は高まっている。流動性の高まりは、個
人にとっては、新しい人と接する機会
が増えることを意味する。企業にとっ

てみると、人の流動化と共に、新たな
知の流出入も起こるため、企業組織レ
ベルや職場での上手なマネジメントが
必要になってくる。

　以下、企業側の視点から、高い流動
性がもたらす効用と課題について触れ
ていく。
　１つ目の効用は、事業転換への対応
がしやすいことだ。不採算事業から拡
大事業へ資源を動かしていく際には、
社外から柔軟に人材獲得を行えること
が有利に働く。藤本氏によれば、これま
での日本では、専門性が高い技術者で
あっても、事業転換時に転出せずに社
内異動をし、専門外の技術を習得して
いく例が見られたというが、流動性が
高い社会であれば、事業転換のスピー
ドが速い場合には、社外から人材獲得
しやすくなり、事業転換をよりスムー
ズに行えるだろう。
　2つ目の効用は、清水氏が指摘して
いるように、ラディカルなイノベーショ
ンを引き起こすことである。シュンペー
ターが提唱したように、イノベーショ

ンが知と知の結合によって引き起こさ
れるとしたら、人の流動性が高いこと
はそのカギとなる。単なる知識と知識
の掛け合わせであれば、インターネッ
トや書籍にある情報を得ることで事足
りるが、実際のイノベーションは、人と
人が交わり、力を合わせることで促進
されるものだからだ。
　３つ目の効用は、互酬性の拡張であ
る。吉川氏が述べているように、人は、
誰かが困っているときに、知らない人
よりも知っている人に対して助ける傾
向が強い。社内異動が起これば、社内
の知り合いが増えていき、より多くの人
からの助けが借りられることになる。本
誌調査（Ｐ25 図表５）でも、社内他部
署の人や社外の人の助けを借りている
実態が見られる。流動性が高いと、知り
合いが増え、助け合いの輪が広がり、ナ
レッジ共有などが進むと考えられる。
　４つ目の効用は、適材適所の実現で
ある。今の仕事あるいは職場が向いて
いなくても異動によってより向いてい
る仕事に就き、成果をあげることがで
きる。これは、個人にとっても企業組織
にとってもプラスである。ソニーでは
異動の制度を充実させることによって、
適材適所を円滑に進めている。カオナ

指数関数的に発展していくデジタル技術に代表されるように、企業を取り巻く環境は目まぐるしく変化して

いる。外部環境だけではなく、副業・兼業や手挙げの制度の拡充、社員の離職の増加など企業のなかの

変化も加速しており、企業組織の流動性は高まっているように感じる。そのような流動化に対応すると共

に、流動性を能動的にマネジメントすることが企業に求められている。

守りと攻めの流動性マネジメント
リクルートマネジメントソリューションズ 組織行動研究所 所長
古野庸一

高い流動性がもたらす
効用と課題

総括
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ビのサービスも、社内の仕事情報を公
開することで、社員の視点に立った適
材適所を実現しようとしている。
　5つ目の効用は、人材価値の向上で
ある。人は異動した際に、新しい仕事
に必要な知識やスキルを学んでいく。
前の仕事と新しい仕事のギャップが大
きければ、適応に苦労することになる
が、それは多くの知識やスキルを身に
つけることを意味する。リスキリング
に関しても、異動する前に備えておく
ことも大事だが、実際問題、新しい仕
事に就いてから学ぶことも多いことを
考えると、異動後のフォローとして、リ
スキリング支援を行っていくことが企
業組織に求められることである。

　高い流動性は上記のような効用を
もたらすが、課題もある。企業組織に
とって最も大きな課題は、人材の流出
である。人の離職にともなって、知識・
スキルも流出すると同時に社会関係資
本の崩壊など悪影響を及ぼす。吉川氏
も触れているように、離職が多いとパ
フォーマンスは下がるという研究結果
がある。ただ、この研究は、流動性が
高い欧米企業を扱っていることに注意
が必要である。流動性が低い、伝統的
な日本企業の場合は適度な流動性があ
る方が、パフォーマンスが高いという
研究＊4もあり、離職がパフォーマンス
に与える影響は必ずしも一定ではない
が、多すぎる離職はパフォーマンスを
下げると考えていいだろう。同様に、清
水氏も述べているが、チームにおける
パフォーマンスは、流動性が低い方が
いいという研究結果もある。組織とし
て効率性を重視し短期的なパフォーマ
ンスを求めるのか、イノベーションな
どの流動化の効用を求めるのかによっ
て、あるいは自社が置かれた環境に
よって、どの程度流動化させていくの

がいいのか考えていく必要がある。

　人が組織を自由に出たり入ったりす
ること自体、管理する側からすると面
倒なことである。組織として仕事を割
り振ろうとしてもその人が急にいなく
なったり、新しい人が入ってくるたび
に仕事を覚えてもらい、仕事の割り振
りを変えたりする必要がある。組織内
の関係性を新たに作っていく必要もあ
る。そういう意味で、人材が定着しづら
くて、離職が多い企業においては、流
動性を抑制していく必要がある。守り
の流動性マネジメントである。
　一方で、環境変化に対して、十分に
対応できていない多くの日本企業に
とって、前述したように、概して流動性
を高めることは効用があると考えられ
る。攻めの流動性マネジメントである。
　流動性を高める施策として、最も手
軽にできることは、社内外の壁を低く
して、ボランティア、地域活動、勉強会、
趣味活動、副業・兼業といった社外活
動を奨励することである。あるいは、そ
の企業を辞めた人との接触を高めるよ
うなアルムナイネットワークの形成も
社内外の壁を低くし、流動化の効用を
享受する動きになる。
　また、企業組織が行える流動性を高
める施策は、異動・配置、採用である。
その際にHRM（人的資源管理）的な思
考だけでなくOD（組織開発）的な思考
を加えることで、流動化の効用をより
得られる。通常、人の異動を考える際
に、A部署のA' という仕事に合う人が
いないから、他部署からの異動や採用
によってXという人をあてがうことを
考える。HRM的な思考である。そのよ
うな思考にプラスして、Xがもってい

る知識・スキル・経験・人脈がA部署
にもち込まれたときに、どのような化
学反応が起こるのか、社会関係資本が
どのように変わるかを考える必要があ
る。OD的な思考である。
　組織の流動性のマネジメントを考え
る際に、触れておかなければならない
概念として、「関係流動性」という概念
がある。関係流動性とは、新しい関係
を築く機会があり、その関係の形成と
解消を個人ができそうかという概念で
ある。
　本誌調査（P28 図表８）によれば、関
係流動性が高まれば、職場の信頼形成
や互酬性は高まる。また、モチベーショ
ンや組織に対する愛着も高まる。組織
としては、基本的には、関係流動性を
高めることは得策である。そのために
は、関係性を自分で選択でき、その関
係を形成、あるいは解消できそうだと
思える施策が必要になる。手挙げで学
んだり異動したりできるような仕組み
である。上司が、部下の強みを引き出
しながら、仕事のやり方や範囲や意味
について部下が考えられるような自律
支援を行うことである。一方で、一体
感を保つためには、多様性を重視しつ
つも、組織としての目的、目標、パーパ
スを共有し、そのために活動していく
という認識を高めることが必要だろう。
また、理不尽な異動、解雇、雇い止めな
どを介した流動化は、社会関係資本の
崩壊や個と組織間でのコンフリクトを
起こしやすいことに留意して、流動化
マネジメントを進めていく必要がある。

守りと攻めの
流動性マネジメント

＊�1�� �厚生労働省（2020）『令和2年版　厚生労働白書』
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再考のスピードと学習棄却が
カギとなる時代のL&D

ATD2023バーチャルカンファレンス参加報告

80周年を迎えたATD＊1の国際大会ATD2023が5月の4日間にわたり開催されました。
印象に残ったセッションと、そこから読み取れるトレンドについてレポートします＊2。

嶋村伸明リクルートマネジメントソリューションズ HRD 統括部HRDサービス開発部トレーニング開発グループ 主任研究員

となっています。
　セッションでは、L&DにおいてAI
がもつ可能性が議論されると共に、「AI
利用の増加は、人材開発業界の人々の、
データと分析に関するスキルギャップ
を露呈させる」として、L&Dの専門家
自身がこのテクノロジーを活用できる
スキルを身につけなければならない
ことが強調されました。アメリカのビ
ジネスリーダーの63％が従業員のAI
活用スキルを不十分と回答＊4してお
り、AI導入の課題は従業員のスキル開
発にあります。そのスキル開発を担う
L&D担当者も同様です。
　ATDが発行する「Talent Development
Body of Knowledge」のアドバイザリー
ボードメンバーによるセッションで
は、L&Dがこれから開発すべき優先度
の高いスキルに関する研究発表があり
ました。ここでは、L&Dを取り巻く変
化とチャレンジが話し合われ、将来に
向けて開発の優先度が高いスキルとし
て、「変化のファシリテーション」「人
間関係スキル」「データ分析洞察力」「批
判思考」「文化的能力」の５つが紹介さ
れました。L&Dは過去の経験、知識、
前提を根本から再考しなければいけな
い時期に来ているというメッセージが
印象的でした。

　大会では13の学習トラックについ
てセッションが行われました。
　昨年と比べてセッション数が顕著
に増えたトラックの1つは「未来へ
の準備」です。加速する変化のなかで
L&D(Learning & Development)とし
て適応、学習すべきテーマや、開発す
べきマインドセットなどのトピックが
扱われます。今年はやはりAIを扱った
セッションが話題となりました。チャッ
トボットを使ったコーチングやAIによ
るプレゼンテーション診断など、すで
に活用が進んでいるAIに加えて、今年
は話題のChatGPTに代表される生成
AIの活用を扱ったセッションもあり、
多くの聴衆を集めたようです。ATDが
行った最新の調査＊3によれば、AIが最
も活用されているのは「学習のパーソ
ナライズ」と「効果測定」（各25％）で、
次に「自動翻訳」（24％）、「新人のオン
ボーディング」（23％）が続きます。約
4割の企業が今後1年のうちに活用を
考えている一方で、活用するつもりは
ないという企業も約38％ありました。
地域別の比較では、日本が最もAI活
用の準備ができていないという結果

AIの活用と
Future skills

 「学習デザイン」のトラックでは、新
たに学習者のアクセシビリティ（学び
やすさ）をテーマにしたものがいくつ
かありました。これはDEIB（Diversity, 
Equity, Inclusion, and Belonging）
の取り組みとも連動したものです。組
織の多様性、包摂性を開発する上では、
学習と成長の経験も例外ではありませ
ん。学習のためのユニバーサルデザイ
ンについてのセッションでは、多様な
障害のある学習者に対してオプション
を準備することの大切さが説明され
ていました。障害についても広く捉え
られており、視覚や聴覚、歩行といっ
たものから、「見えない障害」「デジタ
ルリテラシー」「言語」までも考慮に入
れることが必要ということです。それ
ぞれの障害に応じたオプションのリス
トも紹介されました。こうした点への
配慮もエンプロイー・エキスペリエン
スの向上につながることを再認識した
セッションでした。
　DEIBにより築き上げた組織文化を
時間の経過と共に蝕む「マイクロアグ
レッション」の紹介もありました。マ
イクロアグレッション（小さな攻撃）

インクルーシブな
学習デザイン
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ることの必要性が高まっているからだ
とも考えられます。

  「リーダーシップ・マネジメント開
発」のトラックで、アカウンタビリティ

（説明責任）に関するセッションが増
えたことは今年の特徴だと思います。
背景には組織の心理的安全性への関
心が高まっていること、そして、「誰
かが責任を負う」「誰かに責任を負わ
せる」という制度が、集合知が求めら
れる現代の組織環境と合わなくなっ
てきていることがあると考察します。
組織のなかで責任を押し付けたり、失
敗に対して非難で返したりする行動
がもたらす弊害と、「非難を責任にリ
フレームする」会話の方法が紹介され

とは、疎外された人々を標的にした否
定的な発言や行動のことで、意図的で
ある場合も、意図的でない場合もある
が、偏見に基づいた表現であり、差別
の一形態であるとされています。また、
発言や行動だけでなく、環境も対象と
なるとしています。これはあるグルー
プを他のグループより優遇するよう
な、社会における微妙な差別を生み出
すもの（例えば、白人連合指導者の名
前を冠した建物がある大学キャンパス
など）であり、これらの経験を認識し、
その発生を最小限に抑えるための行動
をとることが重要となります。
　注意すべきは、意図的でないもので
しょう。前述の学習のユニバーサルデ
ザインにもあったように、人材開発と
いう特定の職業文化のなかで経験を重
ねてきたがゆえに形成された暗黙の前
提に気づかず、一部の学習者を傷つけ
ている可能性があります。同様に組織
行動においても国民文化や企業文化に
影響された「悪気のない」マイクロアグ
レッションを発する可能性もあります。
　自分が気づいていない自分の社会的
優位性を「特権（Privilege）」という言
葉で表現し、「特権」を再認識するため
のチェックリストを提供するセッショ
ンもありました。
　L&Dがこれから開発すべきスキル
として「批判思考」と「文化的能力」が
上位に挙がっているのは、こうした前
提を再考し、より多様な前提を理解す

たり、従来の「誰か」が「結果」の責任
を負うというアカウンタビリティの
定義に疑問を投げかけ、「意識的なア
カウンタビリティ」という新たな概念
が必要であるという主張が展開され
たりしました。「意識的なアカウンタ
ビリティ」とは、結果と人間関係の両
方に焦点を当てて、「やるべきことを
やったかどうか」だけでなく、結果と
プロセスの両方を見て、そこから学ぶ
ことであり（図表１）、「熟考された意
図と十分な情報に基づいた行動をと
り、自分の及ぼす影響に責任をもつた
めに、意識を拡大すること」と定義さ
れていました。役割ではなくマインド
セットとしてのアカウンタビリティ
と捉えることができます。
　心理的安全性の研究で著名なエイ
ミー・C・エドモンドソンは、心理的安

＊1  ATD（Association for Talent Development；タレント開発協会）は、1943年に設立された産業教育に関 
 する世界最大の会員制組織（NPO）。会員は世界中の企業、公共機関、教育機関で学習と能力開発に携わる 
 人 で々、その数は120カ国約4万人に及ぶ。本部はバージニア州アレクサンドリア。年１回開催される国際大 
 会は学習と能力開発に関する世界の潮流をつかむ機会でもある。

＊2  現地（サンディエゴ）参加者が9000人、バーチャル参加者1000人（公式発表）。日本からは130人が参加。
＊3 AI in learning and talent development. Embracing its future potential in the workplace,   

 ATD(2022)
＊4  The 2023 AI and Machine Learning Research Report, Rackspace Technology(2022)

出所：ATD2023セッション「Creating better Accountability. Practice ‘Noticing’ to Improve 
Relationships and Results」から抜粋・編集

これまでのアカウンタビリティと「意識的なアカウンタビリティ」の違い図表1

アカウンタビリティと
コーチアビリティ
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注目されてきましたが、リーダーシッ
プの成否を分けるのは「コーチされ
る側」のスキルであるというのです。
セッションでは、リーダーシップの
有効性と「コーチを受ける能力」との
強い関係性を示すデータが数多く提
示され、この優れた「コーチを受ける
能力」をもつリーダーの特性が発表さ
れました。それによると、優れたリー
ダーである彼らは、他人からのフィー
ドバックに価値を置き、それを求め、
反応し、内省し、行動するという習慣
によって自身を常に学習ゾーンに置
いているということです。

　ゼンガー・フォークマン社の研究で
は、「コーチを受ける能力」は組織階層
の上位に行くに従って低下すること
が明らかになっています。その理由を
紐解くようなセッションが、神経科学
の知見をL&Dに生かす発表で毎年人
気のブリット・アンドレエッタ博士に
よって行われました。エグゼクティブ
がリーダーとして脱線してしまう理由
として、権力がもたらす脳の変化があ
るというものです。博士が紹介したの
は、権力が脳にダメージを与え、目隠
しを作ってしまうこと、それによって、
他者の視点を理解する能力が低くな
り、社会的な合図を読まなくなり、行
動の結果に対する関心が低くなること

全性とアカウンタビリティの２軸で
4つの組織的元型を示し、双方が高い
組織を学習ゾーンにいる状態として
います。このゾーンにある組織では、

「人々はたやすく協働し、互いから学
び、仕事をやり遂げることができる」
としています。また、アカウンタビリ
ティとは「高い基準を守ったり挑みが
いのある目標を追求したりすること
を人々がどれくらい求められるか」の
程度であるとしています＊5。ここで記
述されているアカウンタビリティも

「（結果の）説明責任」という意味とは
ずいぶん異なり、組織としての学習を
促す集団規範の1つと解釈できます。
マネジメントとリーダーシップ開発
におけるアカウンタビリティという
概念についても再考が必要というこ
とでしょう。
　マネジメントとリーダーシップ開
発で今年初めて耳にした言葉が「コー
チアビリティ」です。これは、「コーチ
を受ける能力」を指します。リーダー
シップ開発で著名なゼンガー・フォー
クマン社による発表は、過去の膨大
な360度アセスメントデータとイン
タビューから見えてきたリーダーの

「コーチを受ける能力」は、これまで
注目されなかったリーダーシップの
キーファクターであるというもので
した。過去65年間、コーチングは驚
異的なスピードで企業に浸透し、その
間一貫してコーチする側のスキルが

を証明するいくつかの研究結果です。
権力によって脳が変化し、行動が変化
し、それが繰り返されることで習慣化
すると、「ヒュブリス症候群」＊6と呼ば
れる障害に陥り、組織が信頼の欠如、
人間関係の弱体化、意思決定不全、非
効率に悩まされるようになるといいま
す。博士は、こうしたエグゼクティブ
固有のペイン・ポイント（痛みのポイ
ント）を理解して、その解決につなが
るトレーニングの効果的な運営方法を
解説してくれました。
　リーダーシップに求められる準備を
テーマにしたセッションでは、フロリ
ダ国際大学のマシュー・R・クッツ博
士が、VUCAの現実の前ではリーダー
シップの規範を変える必要があると
して、その根本的な変化の1つとして
カオスを歓迎することを挙げていま
した。博士によれば、「これまでリー
ダーの責任の大部分はカオスを避け、
カオスから抜け出すことだったが、今
は、カオスは避けるべきものではない
ことを理解し、カオスを潜在的な可能
性を秘めた贈り物のように考えるべ
き」であり、そのためには「文脈的知性

（Contextual Intelligence）」（自 分 の
周りの世界をリアルタイムで診断し、
その診断に基づいてどう対応すべきか
を知る能力）が必要とのことです。こ
うした高度な認知的スキルの重要性が
高まっていることは昨年のレポート
でも触れましたが、前出の「意識的な

エグゼクティブ・リーダーシップ
の科学
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アカウンタビリティ」や「コーチを受
ける能力」「権力がもたらす影響の認
識」、さらに、後述する基調講演も含め
てメタ認知への関心がいっそう高まっ
ているように感じました。
 「旧来のリーダーは問題を解決し、質
問に答えてきたが、新しいリーダーは
より良い質問を投げかける。現状を打
破するための質問をする人たちであ
る」という説明もありました。近年、
日本でも「問い」の有効性への関心が
高まっていますが、誰も正解が分から
ない環境であるがゆえに、集合知を引
き出すリーダーシップへのシフトが求
められているということでしょう。

　今大会の基調講演者は3名。ペンシ
ルベニア大学ウォートンスクール・組
織心理学教授のアダム・グラント氏、
人種問題や紛争解決など複雑な対話の
ファシリテーションを15年以上行って
いるプロフェッショナル・ファシリテー
ターのプリヤ・パーカー氏、そしてブ
ロードウェイの舞台や映画で活躍し
ている著名な俳優、レスリー・オドム・
ジュニア氏でした。
　アダム・グラント氏の講演は再考す
る力とそのスピードの重要性について
でした。変化の激しい時代を生き延び
るためには、考える、学ぶこと以上に、
貴重な認知スキルがある。それは考え

直す、知識をリセットし学び直す能力
だというメッセージです。そして、再
考は「チャレンジネットワーク（相手の
ために、耳の痛いことを率直に言う思
慮深い批評家の人脈）」をもつことで促
されるとして、「不愉快なGiver」＊7を
歓迎すること、そして、常に「自分は
間違っているかもしれない」という「科
学者」のような思考様式でものごとに
対処することの有効性を紹介してくれ
ました＊8。
　続くプリヤ・パーカー氏の講演も、
人々の集まり方を再考するものであっ
たと思います。氏は、誰もが人生の長
い時間を人と集うことに費やしている
が、ほとんどの人は「集まり方」につ
いて気にかけていない、「型通り」に集
まっても創造的なことは起きないとし
て、会場の聴衆に、「目を閉じて、あな
たがこの大会への招待状を受け取った
とき、なぜ（時間と交通費をかけてで
も）参加しようと思ったのかを考えて
みてください」と伝え、しばらくの静
寂のあと、「目を開けて周囲の人々を
見てください。ここに集っている人々
に対する見方が変わりませんか？」と
問いかけました。基調講演としては珍
しいこのアクティビティによって氏
は、意味のある集まりを開くために欠
かせない最初の一歩は、何のために
集まるのか「はっきりとした、ゆるぎ
ない目的」を掲げることだと説きまし
た。また、集いの最初の５％で起こる

ことが残りの時間のあり方を決めて
しまうこと、そして、変化を起こした
いのであれば対立を恐れず「健全な熱

（Healthy Heat）」を育むことといっ
た、本当に創造的な集まりを設計する
ための実践知を紹介してくれました。
パーカー氏の講演は、人々の集いが
バーチャルから対面に戻りつつある今
日、改めて「何のために集まるのか」を
再考する機会をくれたと思います。
　最終日は、トニー賞、グラミー賞、
エミー賞の受賞歴をもつレスリー・オ
ドム・ジュニア氏が対談形式でアー
ティストとしての半生を語ってくれま
した。人生の転機において自身が大切
にしたことやメンターとのつながり、
感謝の大切さなどのナラティブから、
自身の直観に従い、リスクがあっても
価値があると信じることを行い、失敗
を含めフィードバックを受け入れるこ
とが成長をもたらすというメッセージ
が伝わりました。対談後は氏によるす
ばらしい歌唱パフォーマンスが行わ
れ、感動の波と共に大会は終了となり
ました。
　基調講演を含めて、今大会から伝
わってきたのは、変化のなかで起きる
混沌や対立、ネガティブ・フィードバッ
クや失敗も、自身の再考を促し本当に
必要な行動に導いてくれるギフトだと
捉えてみようというメッセージです。
弊社は今後とも情報収集に努めてまい
ります。

＊このレポートは、弊社WEBサイト掲載記事を抜粋し編集しています。全文はWEBサイトをご覧ください。
＊国際的に著名なスピーカーを招いて今年も「ATD JAPAN SUMMIT 2023」が12月5～8日に開催されます。詳しくはこちら https://www.atdj.jp/

再考し、リスクをとり、
失敗から学ぶ

＊5  『チームが機能するとはどういうことか』（エイミー・C・エドモンドソン著、英治出版、2014 
 年）

＊6  ヒュブリス（傲慢）症候群とは、権力のある立場にある人が、自分と自分の能力を拡大・誇張 
 して見るようになり、その結果、過剰な自信、自己イメージへの執着、批判への軽蔑が生じ 
  る状態を指す。

＊7  『GIVE＆TAKE 「与える人」こそ成功する時代』（アダム・グラント著、楠木建監訳、三笠 
  書房、2014年）

＊8   『THINK AGAIN』（アダム・グラント著、楠木建監訳、三笠書房、2022年）
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証券報告書を開示した約640社の開示内容を基
に、各企業がどのような情報を開示しているかを
調査した。具体的には、内閣官房の非財務情報可
視化研究会が公開した「人的資本可視化指針」を基
に、各社の開示が想定される25個の指標を設定し、
指標ごとに有価証券報告書内で定量情報の記載が
行われているかを集計した。
　図表1は、今回弊社で設定した指標ごとの開示
率を集計したものである。集計の結果、大きく2つ
の特徴が確認できる。１つは「女性管理職人数・比
率」や「育児休業取得率」 「男女賃金格差」は8割以
上の企業が開示を行っている点である。これは女
性活躍推進法などにより大半の企業に公表が義務
づけられたことが影響していると考えられる。も
う1つは「採用人数・比率」 「従業員女性人数・比
率」 「人材育成投資額、投資時間、研修参加率」 「エ
ンゲージメントサーベイスコア」の開示率が15％
を超えており、5～6社に1社の割合でこれらの指
標についても開示が行われている点である。今回
の人的資本情報の開示においては、女性活躍推進
法などに関連する指標以外は具体的に何の指標を
開示するかは定められていないが、どのような指
標を開示することが望ましいかを検討している企
業にとっては、先行企業がこれらの情報を開示し
ている割合が高いことは参考になるだろう。

　昨今、人的資本経営や人的資本開示というキー
ワードに注目が集まっている。その背景としては、
企業価値の源泉が財務資産から非財務資産（人
的資本や知的財産など）へ徐々に移行するなか、
2018年に国際標準化機構（ISO）によって制定さ
れた人的資本情報の計測・報告に関するガイドラ
イン（ISO30414）や、2020年に経済産業省が公表
した「人材版伊藤レポート」で人的資本経営の重
要性が訴求されたことがある。そして最もインパ
クトが大きいのは、上場企業など約4000社を対象
に、2023年3月期決算から人的資本に関する情報
を有価証券報告書に記載することが義務づけられ
たことであろう。本稿では、各社の有価証券報告書
における人的資本情報の開示状況を調査・分析し
た結果から、これからの人的資本経営への向き合
い方について考えてみたい。

　今回弊社では、2023年6月から7月までに有価

白井邦博

リクルートマネジメントソリューションズ
HRM統括部コンサルティング部
ソリューションデザイン２グループ マネジャー 鎌田恭幸氏

鎌倉投信株式会社　代表取締役社長

視点

2023年3月期決算から、上場企業などを対象に人的資本に関する情報開示が義務化され、人的資本経営に関する関心
が高まっている。今回弊社では、各社の有価証券報告書における人的資本情報の開示状況を調査した。その分析を踏まえ、
単なる義務化への対応にとどまらず、どのように人的資本経営に向き合うことが効果的かを考察したい。

            自社らしさを生かした自社らしさを生かした
人的資本経営人的資本経営を再考するを再考する

特集2

人的資本経営に
注目が集まる背景

有価証券報告書での開示状況を
確認する
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特集2  自社らしさを生かした人的資本経営を再考する

前述の5指標に加えて何らかの指標を開示してい
る6指標以上開示企業が全体の半数以上（370社）
となっており、人的資本情報の開示を義務化対応
にとどめず、何らかの意思をもって自社の情報を
積極的に開示しようとする姿勢の企業が多いこと
が確認できる。また、有価証券報告書での開示は少
ない数にとどまっているものの、統合報告書や自

　図表2は、設定した25指標のうち、企業ごとに
何件の指標を開示しているかを集計したものであ
る。最も社数が多いのは、有価証券報告書で義務
づけられている「平均勤続年数」 「女性役員人数・
比率」に加え女性活躍推進法などに対応した「女性
管理職人数・比率」 「育児休業取得率」 「男女賃金格
差」の計5指標を開示している企業（179社）だが、

有価証券報告書における定量情報の掲載割合 〈n=642〉    図表1

有価証券報告書における企業ごとの掲載指標数 〈n=642〉図表2
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　今回の調査では、有価証券報告書における定量
情報の記載有無を中心に調査を行ったが、多くの
企業の有価証券報告書を確認するなかで感じたの
は、自社の人的資本に対する考え方や思想を明確
にし、定量情報の必要性をストーリーとして示す
ことの重要性である。各社の有価証券報告書を確
認すると、どの企業も人材が経営戦略を実現する
上で欠かせない存在であることには触れているも
のの、どのような状態を目指すか、どのような姿勢
で人材に向き合うのか、何に取り組むことが重要
だと考えているのかなど、自社ならではの考え方
や方針を具体的に記載している企業はまだ限られ
ているのが現状だといえる。今回の調査では、有価
証券報告書の「戦略」部分において以下2点のポイ
ントが明確になっていると、人的資本に対する自
社の姿勢がステークホルダーに対して伝わりやす
くなっていると感じることができた。

（1）人的資本経営を通じて目指す状態を明確にし
ている
　ある企業では、自社の人材マネジメントに関す
る姿勢を示すものとして人材マネジメントポリ
シーを掲げ、すべての人事施策はポリシーを起点
として検討を行う旨が記載されている。また別の
企業では、自社の経営戦略を実現するためにはど
のような人材が求められるのかを「戦略」部分に記

有価証券報告書における従業員数別の25 指標平均開示率 〈n=642〉図表3

社独自の資料を作成して人的資本に関する情報を
開示しているケースも大手企業を中心に一定数確
認できており、そうした企業を含めると、より多く
の企業が人的資本経営に関して検討を重ね、情報
を積極的に開示・発信していることがうかがえる。
　図表3は、各社の有価証券報告書における25指
標の平均開示率を従業員数（連結）ごとに比較した
ものである。300名以下の企業は、女性活躍推進
法による情報開示が努力義務となっている100名
以下の企業を含んでいるため平均開示率が16％と
やや低いが、301名以上の企業では平均開示率が
20％を超えており、特に1001名以上の企業では平
均7指標程度の情報を開示していることがうかが
える。参考までに東京証券取引所の上場区分別で
は、プライム市場の上場企業が平均27％、スタン
ダード市場の上場企業が平均21％、グロース市場
の上場企業が平均17％となっており、企業規模が
大きい企業ほど積極的に情報を開示していること
が確認できた。
　また、今回は事前に設定した25個の指標に関す
る定量情報の有無を確認したが、設定した指標以
外にも、「有給休暇取得率」や「残業時間」 「理念浸
透に関する特定の研修受講率」 「社員1人当たりの
営業収益額」 「リモートワーク率」 「部門間異動件
数」などの定量情報を記載している企業も確認で
きた。特に「有給休暇取得率」や「残業時間」は比較
的多くの企業が定量情報を記載しており、主に健
康経営の実現に向けた取り組みを進めている企業
がこれらの情報を開示している様子がうかがえた。

145 社
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104 社
301〜1000 名

114 社
1001〜3000 名

110 社
3001〜10000 名

169 社
10001 名以上

16%

23%
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平
均
開
示
率

自社らしい考え方や
ストーリーで語ることの重要性
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が加速度的に進行している点であり、経済産業省
の調査によると、2030年までに、日本の生産年齢
人口は約1000万人減少すると予測されている＊1。
加えて、リクルートワークス研究所の調査による
と、日本の労働流動性はますます高まっており、30
歳から34歳でもほぼ2人に1人が1回以上の退職
を経験しているなど、すでに転職しない人よりも
転職する人の方が世の中には多い＊2。
　こうした背景から、人材採用の難度はますます
上昇し、企業が人材を選ぶだけでなく、求職者から
企業が選ばれる必要性が高まることが予測される
だろう。その際、求職者から選ばれる企業になるた
めには、自社の魅力を訴求するだけでなく、自社の
人的資本に関する情報を開示することが重要にな
るのではないか。すなわち、人的資本情報の開示は
求職者にとっても重要な情報源となり、また入社
後のミスマッチを防ぐ意味でも貴重な判断材料に
なるといえるだろう。人的資本情報の開示は、義務
化への対応という守りの取り組みではなく、自社
の魅力をPRし、採用力を高めるための攻めの取
り組みとして位置づけられることが望ましく、す
でに自社ホームページや決算説明資料などで自社
の人的資本情報を公開している企業が確認できる
が、今後はこうした取り組みを積極的に推進する
企業が増加するのではないかと考えられる。

　では、これまで確認した人的資本の開示状況や
予測される潮流を踏まえ、これから人的資本経営
を考える、あるいは自社ならではの開示方法を検
討する企業には、どのような取り組みが求められ
るのだろうか。弊社では前述の調査結果を踏まえ、
人的資本経営を考えるためのキーステップが大き
く3点あると整理した（図表4）。各ステップでの具
体的な取り組みはそれぞれ以下のとおりである。

（1）人的資本経営を通じて、どのような状態を目
指すのかを言語化する
　目指す状態の言語化には、大きく2つの方法が

載していた。このように、自社がどのような姿勢で
人的資本に向き合うのか、あるいは人的資本経営
を通じてどのような人材を育成することを目指す
のかを示すことで、人的資本経営の目的が明確に
なり、人的資本経営をストーリーで語る上でのゴー
ルがステークホルダーにも分かりやすく伝わるよ
うになると考えられる。

（2）目指す状態に照らして取り組むべき課題を明
確にしている
　ある企業では、自社のありたい姿を実現するた
め、組織風土改革・人事制度構築・イノベーション
の3点が人事施策における最優先事項として明記
され、具体的に何に取り組むかがセットで掲載さ
れている。また別の企業では、エンゲージメント
サーベイの結果を基に自社の課題を特定し、新人
事制度への改定とコミュニケーション活性化とい
う2つの取り組みテーマを設定して、課題解決に
向けた動きを進めている。このように、前述の目指
す状態をありたい姿としたときに、その実現に向
けて特に解決すべき課題が何かを明確にすること
で、定量情報だけでは十分に伝わらない、自社の
現状認識や方針などがステークホルダーにも分か
りやすく示せるようになると考えられる。

　今回の調査では、人的資本情報の開示について、
各社が単に義務化対応を行うだけでなく、自社な
らではの方針や開示すべき情報を考え、徐々に情
報公開を進めている現状が明らかになった。では、
このような人的資本経営・開示の取り組みは、今後
どのような展開が予想されるのかを改めて考えて
みたい。
　有価証券報告書への記載というイベントにより、
人的資本経営に対してにわかに注目が集まってい
るが、本来的には人的資本への投資は開示の有無
にかかわらず、事業成長を左右する経営の重要ア
ジェンダである。また、人的資本を取り巻く環境と
して忘れてはいけないのは、日本では少子高齢化

今後の人的資本経営に関する
展望 ありたい人的資本経営の

状態とは
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で目指す方向のベクトルを揃えておくことも、自
社の独自性や方針を明確にする上では非常に重要
だといえる。各社の有価証券報告書や統合報告書
を踏まえると、目指す状態を実現するための人事
施策は、大きく3つのテーマに大別されると考えら
れる。

●  事業成果向上に向けた制度（採用・育成・サ
クセッションプラン・リテンションなど）

●  人材が成長・活躍するための制度（ダイバー
シティ・働き方・自律的成長機会など）

●  人材が成長・活躍するための組織風土（理念
浸透・就業の健全性・承認称賛の機会設計な
ど）

　優先課題を考えるための1つの方法として、自
社の人事施策を上記の枠組みを基に整理し、テー
マごとに過不足がないかを確認する方法も考えら
れよう。

（3）優先課題を解決するために取り組む施策を決
定する
　課題を解決するための具体的な施策を検討する
際には、2つの観点をもつことが必要だと考えられ
る。１つは施策の進捗や効果を測定するための目
標設定であり、単に施策を実施するのではなく、ど
のように変化度合いを測るのかを事前に定めてお

考えられる。1つは人材マネジメントポリシーや人
事ビジョンと呼ばれている、自社が人に向き合う
上で大切にする姿勢や考え方を言語化する方法で
あり、もう1つは求める人物像と呼ばれている、理
念や経営戦略を実現するためにどのような人材を
育てていくかを言語化する方法である。前者は自
社の歴史や「自社らしさ」から紡ぎだされる不変的
な要素であり、後者は経営戦略の変化に応じて変
わり得る可変的な要素である。いずれの場合も、最
終的に言語化された文言だけでなく、その検討プ
ロセスにおいて議論された内容も自社らしさを伝
える情報として活用していくことがポイントにな
るだろう。ある企業のケースでは、これまでの歴史
や従業員へのインタビューを通じて自社の強みや
魅力を抽出した上で、次の10年も生かしたい強み
は何か、今は強みになっていないが今後強みに変
えていきたい要素は何かを議論し、その両方を求
める人物像のキーワードとして活用した。言語化
した文言を展開する際には、そうした背景情報を
併せて伝えることで、文言に対する納得感をより
高めることができるだろう。

（2）目指す状態を実現するための優先課題を整理
する
　前述の目指す状態と自社の現状を踏まえ、優先
的に解決すべき課題が何か、あるいは課題に対す
る取り組みが不十分なことは何かを議論し、社内

人的資本経営を考えるためのキーステップ図表4

⃝人材マネジメントポリシーや人事ビジョン
● 求める人物像・実現したい組織像

 言語化のプロセスで議論された「検討の背景」や
「自社らしさ」「あえて選んだ言葉」なども活用する

●事業成果向上に向けた制度
●人材が成長・活躍するための制度
●人材が成長・活躍するための組織風土

 上記の枠組みなどで自社の人事施策を整理し、
過不足の確認や問題点に関する議論などを行う

●施策の進捗や効果を測定するための目標設定
●施策の進捗や効果を確認する機会の設定

 上記を基にしたPDCAサイクルの推進を行い、
目標達成に向けた変化度合いを確認し適宜改善
を行う

❶ 人的資本経営を通じて、どのような状態を目指すのかを言語化する

WHY

❷ 目指す状態を実現するための優先課題を整理する

WHAT

❸ 優先課題を解決するために取り組む施策を決定する

HOW

41 vol .72 2023.11



特集2  自社らしさを生かした人的資本経営を再考する

くことが欠かせない。一例としては研修受講率や
満足度による評価、あるいはサーベイを通じた状
態変化の確認などが挙げられる。もう１つは設定
した目標の達成状況をいつ・どのように確認し、必
要に応じた見直しを行うかを事前に定めておくこ
とである。目標設定とPDCAを施策に実装するこ
とで、目指す状態に向けて取り組みが順調に進ん
でいるかを確認することができ、より効果的に人
的資本経営を推し進めていくことができるだろう。

　こうしたステップを社内で実践し、自社の人的
資本に対する考え方や取り組みが明確になること
で、自然とどのような情報を開示するかが明らか
になっていることが望ましいといえる。すべての
ステップや具体的な施策を一気に整理することは
難しいため、取り組みを進めながらステップバイ
ステップで情報を開示し、ステークホルダーから
の意見を収集した上で、取り組みや開示内容を見
直していくことも効果的だろう。いずれにしても、
人的資本の開示はあくまで自社の取り組みのアウ
トプットになるため、一足飛びに開示情報を検討
するのではなく、人的資本経営に関する自社の考
え方を定めることが重要になると考えられる。

　一方で多くの企業では、すでに人材マネジメン
トポリシーや自社らしさ、求める人物像は明確に
なっており、新たに考え直すという機運が起こり
にくいことも考えられる。そこで弊社では自社の
人的資本経営に対する見直し、すなわち「リストー
リー」を推奨したい。
　この数年、企業の人事部は、過去では考えられ
なかった新たなテーマに次々と取り組むことが求
められている。直近で話題になったキーワードだ
けでも、ジョブ型や健康経営、テレワーク、副業解
禁、HRテック、リスキリングなどさまざまな単語
が思い浮かぶ。人事部は従業員や経営、社会のニー
ズに応え、それぞれのテーマに自社がどのように
向き合うかを考え、制度改定などの打ち手を講じ

白井邦博（しらいくにひろ）
リクルートコミュニケーションズ（現リク
ルート）に新卒入社し、採用領域の広告
ディレクターを経験後、組織長として新規
事業開発、西日本エリア統括、東海支社長
などを担当。現職ではメーカーやインフラ、
金融、サービス業などでの人材開発・人事
制度構築を支援。

ているが、それぞれの取り組みが施策ベースで走
り、人事部全体を俯瞰してみるとパッチワークの
ような状態になっているケースも多いことが想定
される。
　このような状況を見直し、自社の人事戦略を再
考するきっかけとして、今回の人的資本開示の流
れを活用することは有効だと考えられる。すなわ
ち、改めて自社の理念・パーパスや経営戦略を踏
まえ、自社らしさを生かしながら、自社の人材が
どのような状態になることが望ましいかを確認し、
その実現に向けた自社の取り組みを整理し、どの
ような取り組みが不足しているのか、あるいは今
後特に注力すべきは何かを検討し、経営と合意し
た上で、社内外で方針共有を行うことで、経営と人
事部が同じゴールを目指し、より意味のある人事
施策を進めることができるようになるのではない
だろうか。
　昨今、企業を取り巻く環境が大きく変化するな
かで、企業はそれらの変化に柔軟に対応するだけ
でなく、自社の理念・パーパスを実現するために何
が必要なのかを考え行動することが求められてい
る。今回の人的資本に関する潮流も、単に一過性の
取り組みとして終わらせるのではなく、5年後・10
年後のありたい姿を目指した起点として活用され、
事業成長のドライバーとして機能することが望ま
しいと考える。企業の経営陣や人事部は、こうした
機会を逃さず活用できるか、人材に対する主体性
や構想力が試されているといっても過言ではない
だろう。

＊1　�経済産業省（2019）変革の時代における人材競争力強化のための
９つの提言

＊2　�リクルートワークス研究所（2017）全国就業実態パネル調査�

自社の人的資本経営を
「リストーリー」する
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法改正により、日本でも人的資本に関する情報

開示が義務化されることになり、各社が改めて

その問題に取り組み始めている。投資家はこの

動きをどう見ているのか。「いい会社」に投資す

ることを心がけているユニークな投信委託会

社、鎌倉投信のトップに聞いた。

もっています。
　人にポイントを絞りますと、「社員個人の尊重」
「企業文化」 「経営姿勢」というのが評価視点です。
評価の仕方は、何かの資料を参考に、形式的に、で
きている、できていないとか、スコアをつけると
いったやり方ではなく、私たちが必ず現場に行っ
て実際の取り組み状況を拝見しながら判断しま
す。社長はもちろん、社員や取引先にもお話を伺
い、社内や工場なども見せてもらって、会社が大切
にしているものは何かを自分たちで感じ取りなが
ら、投資対象とするかどうかの可能性を探ります。
　会社にはその会社なりの雰囲気があります。働
いている職場からは企業文化がにじみ出てくるも
の。工場見学を社長にお願いすると、社員と社長
の距離もよく分かります。社長に社員が挨拶はす
るものの、距離が遠く感じたりする会社もあれば、
1000名規模の会社で、「○○君、子どもさん、元気
か」と社長が親しげに話しかけたりする会社もあ
ります。社長室をなくした会社があれば、その理
由を聞きますし、社内の壁にクラブ活動やイベン
トの紙が張ってあるような会社からは活気が感じ
られます。漏れ聞こえてくる社内での会話も大切
です。正社員は名前で呼ぶのに、非正規社員はパー
トさんと呼んでいる会社もあり、従業員をどう位
置付けているかがすぐに分かります。
　この結い2101がスタートして、13年半が経過

　私たちは、「結
ゆ

い2
にい

1
いち

0
ぜろ

1
いち

」という直販の投資信託
を2010年3月から運用しています。規模は約500
億円、お客様は個人を中心に約2万2000人いま
す。投資対象となるのは、事業性と社会性を兼ね
備えた「いい会社」です。
　いい会社を定義するには大きな視点が2つあり
ます。1つはこれからの日本に本当に必要とされる
会社であるかどうか。現在の日本は多くの社会課
題を抱えています。よって、モノやサービスを増
やすよりも、それらを提供することで、どんな社
会課題を解決し、社会の質を変えようとしている
のかを、重視しています。もう1つは社員はもちろ
ん、その家族、取引先、地域、株主、それに自然環
境など、すべてのステークホルダーに配慮し、そ
の幸せに貢献しようと努力しているか、というこ
とです。
　その上で、会社独自の個性を非常に重視してい
ます。それを測る尺度が、「人・共生・匠」という3
つのテーマで、それぞれ3つ、計9つの評価視点を

情報開示で大切なのは
数字の背後にある
開示目的と結果

鎌倉投信株式会社 代表取締役社長
鎌田恭幸氏

text :荻野進介　photo :伊藤 誠

視点
人的資本開示について
投資家はこう考える
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特集2  自社らしさを生かした人的資本経営を再考する

しました。投資先企業のその間の業績の伸び率
（株式価値＝純資産と配当金を合計したものの増
加率を累積した値）を平均してグラフ化すると、右
肩上がり一直線なのです。特にここ5年間は、新
型コロナウイルス感染症の蔓延やロシアによるウ
クライナ侵攻がありました。物価も金利も上がり、
急激な円安が進行しました。それでも増加率が伸
びているということは変化に対する耐久力と対応
力を各社がもち合わせていたからだと思うので
す。その原点はやはり人でしょう。
　

　今年度から大手企業を対象に、有価証券報告書
における人的資本の開示が義務化されるようにな
りました。人財投資の費用、女性管理職比率、男性
の育児休業取得率、男女間賃金格差などで、他に
も多くの開示指標を政府が提案しています。株主
は、これらをきちんと見るのかどうか。
　個人株主はそこまで見ないと思いますが、機関
投資家は一定のチェック項目として見るでしょ
う。問題はその値を表面的に見て終わりとするの
か、そこに会社がどういうメッセージを込めよう
としているかまで深く見るかどうか、です。
　私たちの場合は後者です。会社のあり方として
どうあってほしいから各指標を設定し、現状がど
うであるのか。そのつながりを気にします。
　これは障害者の法定雇用率の問題に似ていま
す。その数字をクリアしていればOKというわけ
ではなく、障害者の人たちがやりがいをもって働
けていないと、いくら数字を達成していても意味
がありません。
　現在は、法律で決められたから仕方なくやり始
めているという会社が多いと思いますが、そのう
ち真剣に取り組む会社が出てくると思います。社
員の成長や社内の活性化、社会とのつながり強化
を考えるなかで、どんな指標を設定し、人的資本
を積み上げていくのか、前向きに捉える経営者が
増えてくることを期待しています。
　注意しなければいけないのは、人的資本は横並

びでは比較できないということ。各指標は絶対評
価であるべきです。100社あれば100通りで、自分
たちは何を大切にするのかを明確にし、それに合っ
た自分たちなりの指標を考え出すべきでしょう。
　一方で、人的資本の開示に力を入れていなくて
も、社員を大切にし、その充実に力を入れている
会社があることを見落としてはいけません。
　と、ここまでお話ししてきましたが、私は本来な
らばそういう指標は株主に対してではなく、むし
ろ社内に向けて開示するべきだと思います。わが
社は、こういうことを大切にして経営していきた
いので、それをこんな指標で測っていく。そういう
コミュニケーションが社内でなされるべきだと。
　株主は知っていても知らなくてもいい、とは言
いすぎかもしれませんが、開示された指標は表面
的に見るだけでは何も分からないのは事実です。
その点、私たちはあえて実際に現場に足を運んで
いるので、社員を大切にしているのか、人に対し
投資をしているのかがよく分かっています。指標
にしてしまうと、その数字が独り歩きし、数字を
出すことだけが目的化してしまう危険性がある。
大切なのは、数字の向こうにある目的と結果です。
例えば、ダイバーシティに関する指標を設け、さ
まざまな国籍の人たちを受け入れることで人的投
資を進めている会社があったとしたら、その結果
が売上や利益にどう影響しているのかまで見られ
れば理想的です。
　これだけ人的資本に対する関心が高まってくる
と、「何から手をつけたらいいか分からない」と戸
惑ってしまう経営者も多いようです。なぜ戸惑う
のか。それは人的資本の大切さに経営者自身が気
づいていなかったからです。私だったらこう言い
ます。「あなた自身が社員を大事にしようと真剣に
思うところから始めたらどうでしょうか」と。

鎌田恭幸（かまたやすゆき）
1965年生まれ。1988年東京都立大学法
学部卒業後、日系・外資系信託銀行を通じ
て20年以上にわたり資産運用業務に携わ
り、外資系信託銀行の副社長まで務める。
2008年11月に鎌倉投信を創業し、以来現
職。著書『日本でいちばん投資したい会
社』（アチーブメント出版）。

人的資本の情報開示は
社外より社内であるべき
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text :外山武史　photo :角田貴美

可能性を拓く 連載 ／ 第18回

永井　村田さんが進めている個別最適
な学びと、その取り組みの広げ方に興
味があります。取り組みはどのような
始まり方だったのですか。
村田　私は小学校教員から広島県立教
育センターを経て、広島県教育委員会
の事務局に異動し、今年で6年目にな
ります。５年ほど前、広島県教育委員会
の平川理恵教育長とオランダ視察をす
る機会がありました。子供の個性や意
欲を重視した「イエナプラン」の学校を
訪問したとき、そこで学ぶ子供たちを
見て「なぜこんなに生き生きとした表
情をしているのだろう」と驚き、感銘を
受けたのですね。視察の半年ほど後に
広島県教育委員会のなかに「個別最適
な学び担当」という新しい担当課がで
きて、私もその1人に。「広島県が考え

る個別最適な学びとは何か１年かけて
研究しなさい」というミッションが課
せられたのです。
加茂　正解がない新しいテーマですか
ら、立ち上げが大変そうですね。
村田　正直、何をしたらいいのか分か
らなかったので個別最適な学びの先進
地域や有識者を訪ねて、教育実践を見
たり、有識者と対話したりしながら、研
究を進めていきました。これは調査の
なかで見えてきたことですが、小学校
で１割の児童、中学校で２割の生徒が

「主体的に学べていない」と分かりまし
た。そこで、個別最適な学びを通じて、
子供たちが自分で選んだものに対して

「学ぶ楽しさ」「できる喜び」を感じられ
れば、自己肯定感が上がり主体的に学
べるという仮説を立てたのです。

加茂　個別最適な学びが、子供たち
が主体的に学び、自己肯定感も上がる
きっかけになると考えたのですね。
永井　それをどのようにして教育現場
に伝えていったのでしょうか。
村田　まず「実証研究」という位置づけ
でチャレンジしたい学校を手挙げ式で
募りました。主体的な学びを引き出す
取り組みだからこそ、学校側が「教育委
員会に言われたからやる」というマイン
ドではうまくいかないと思ったのです。
先生たちに取り組みを自分ごとにして
もらうために、「主体的な学びとは？」
とか「この学校の子供たちに付けたい
力は？」という対話を重ねました。最初
の3カ月くらいは、ひたすら先生たちと
の対話を繰り返していましたね。

インタビュアー／加茂俊究
（リクルートマネジメントソリューションズ 

HRM統括部 コンサルティング部 ３グループマネジャー）
メーカー企業の環境推進・生産企画、アパレル企業の商品計画など
を経て、現職。事業・現場感を大事にコンサルティングにあたることを
信条として、組織開発、人事制度設計などをテーマにクライアント多数。

インタビュアー／永井うらん
（リクルートマネジメントソリューションズ

HRM統括部 コンサルティング部 ３グループ）
現職では人事制度設計や組織診断、教育体系構築などを担当。
公教育改革に関心があり学生時代からボランティア経験豊富。

本連載は、創業から歴史は浅くとも、独
自の組織・人材観を掲げ成長する企業
や組織に取材し、その「発明」に学ぶイ
ンタビューシリーズだ。今回は伝統ある
公教育の変革に取り組む、教育委員会
内の新しいチームに取材した。子供の主
体的な学びの実現に向け、学校や教員
の主体的な取り組みを引き出す変革は、
従業員が主体的に学ぶ組織づくりの参
考にもなるはずだ。広島県教育委員会
の村田耕一氏に聞いた。

対話の力で
主体的な
挑戦を育む

村田耕一氏
広島県教育委員会事務局
学びの変革推進部 義務教育指導課
義務教育個別最適な学び推進担当
主任指導主事
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生徒も先生も自分で考え
自分で決めることが重要

永井　対話を重ねるやり方は、それま
での教育委員会と学校の関わり方とは
違うアプローチだったのでしょうか。
村田　教育委員会が学校に提言して、
そのとおりにやってもらうのがこれま
での関わり方でした。ですが、個別最
適な学びには、1つの答えがあるわけ
ではありません。大事なのはメソッド
ではなくコンセプトだと考えました。
先生の教育観や子供観をもう一度見直
しながら「一緒に考えませんか」という
姿勢で臨むことが大事なのかなと。「ど
んな子供を育てたいですか」「そのため
に何をしますか」と話し合い、「マイン
ドセットシート」というシートに書き出
してもらいました。
加茂　ワークを通して先生の思いや考
え、意欲を引き出したのですね。
村田　そのとおりです。教育の根幹は

「人」です。先生の考え方が変わらない
と、教育も変わりません。
加茂　個別最適な学びに懐疑的だった
先生もいらっしゃいましたか。
村田　最初は懐疑的だった先生が、あ
る出来事を経て個別最適な学びのお手
本になったというエピソードがありま
す。その先生は、個別最適な学びの研
究授業の際に「通常の授業のように先
生と一緒に学びたい子供」と「自分た
ちで学習を進めたい子供」にグループ
分けしました。同じ教室のなかで２パ
ターンの授業を同時にしたのです。子
供たちにとってどちらの学習方法がよ
り良いかを検証したかったのでしょう。
いざ授業が始まると、先生と一緒にや
ると言った子供たちは、問題を1問解
いたら、先生から次の出題をされるま
で待っていました。自分たちで進める
グループは、1問解いたら「他の解き方
はないか」と調べ始めて、たくさんの解
き方を見つけ出したのですね。授業の
中盤で、みんなで考えたやり方を話し
合って深めるとき、先生と学んだ子供
たちは1つしか意見が出なかったので

す。一方で、自分たちで学習を進めた
子供たちからはいろいろな意見が出て
きました。先生は個別最適な学びの可
能性をそこで実感したのです。授業の
終わりに「やっぱり、子供たちが自分で
進める学びは大事だね」と語っていた
のが印象的でした。
加茂　その授業が先生にとっての転換
点になったのですね。
村田　その先生は「教える授業」から

「子供たちが自ら学ぶ環境を整える授
業」にシフトし、今では子供たちに学び
を委ねることが得意です。学校の校長
先生も授業を積極的に公開するなど熱
心で、学校全体で個別最適な学びを研
究しています。周到に準備をするから
こそ、子供たちに委ねても学びのある
場になるのです。

「何のためにやるのか」を
先生が自分の言葉で語る

永井　個別最適な学びに取り組む子供
たちはどんな様子ですか？
村田　「学ぶのは楽しいね」「自分の
ペースでやれていいよね」というポジ
ティブなコメントをくれる子が多いで
す。授業の進め方も工夫をしているの

で、その反応を見るのも楽しいですね。
例えば、「重さ」という授業で、質量保
存の法則を体験してもらいました。通
常の授業の場合、先生が実験方法を提
示し子供たちに教えますが、個別最適
な学びでは、子供たちが体験的に学び
とる工夫をしています。具体的には、
教室のなかに粘土やブロックなど、い
ろいろなものが置いてあり、その重さ
を量ります。子供たちは粘土のかたち
を変えてみたり、ブロックで好きなか
たちを作ったりしながら重さを量って、
かたちが変わっても重さが変わらない
ことを学ぶわけです。ついていけない
子もいるのではないかと心配したので
すが、多くの子が「友達と協力しながら
勉強するのが楽しかった」と日記に書
いていて安心しました。自分で学ぶ力
を育んだ経験は、きっと将来の生き方
にもつながると期待しています。
永井　保護者の反応はいかがですか？
村田　授業参観日の保護者の感想とし
て「子供が授業を楽しみにしていたか
ら、授業参観をする前から好感をもっ
ていた。みんなが楽しく積極的に取り
組んでいて、自由のなかに学びがある
と感じた」というものがありました。学
校が保護者に向けて、個別最適な学び

マインドセット
あなたの学校の教育理念等について振り返り，周りの人と対話してみましょう。

◆ 学校の理念（教育目標等） ➢どんな子供を育てたいのか？

◆ 現状（課題） ➢なぜそんな子供を育てたいのか？

◆ 課題解決のための方策 ➢そのために何をする（している）？

 

暗黙の前提を言葉にし合うことで、対話が始まり、変革が方向づいていく。
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colum
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に関する授業について発信していた効
果も大きいと思います。「何のためにや
るのか」を保護者と共有していたから
こその反応だったのかなと感じます。
永井　嬉しい反応ばかりなのですね。
村田　先生たちと対話を続けてきた甲
斐がありました。何より先生たちが「ど
んな子供を育てたいのか」を自分の言
葉で語れるようになったことがとても
嬉しいですね。

安心・安全に対話できる
土台づくりをしよう

永井　やはり個別最適な学びの取り組
みが進む学校と、なかなか進まない学
校があるのでしょうか。
村田　先生が「忙しい」と言っている学
校はなかなか進まないですね。もちろ
ん本当に忙しい場合もあると思います
が、校長先生が乗り気だけれど現場は
そこまでではないこともあるのです。
それでも2、3年すると変わることもあ
るのですが。うまくいく学校は、校長
先生が「やろう！」とビジョンを示して、
チャレンジを応援しています。研究主
任も熱意をもって取り組み、それを職

員全員に広げていますね。そして、現
場の先生たちがチャレンジして「環境
を整えてあげれば子供たちは自分たち
で学べる」と実感するのです。そういう
学校は自走しますね。
加茂　学校だけでなく、すべての組織
に通じるお話ですね。教育委員会と教
育現場が一体となって、新しい取り組
みをしている話は、多くの関係者や組
織を巻き込み、新しいチャレンジをし
たい人を勇気づけてくれると思いま
す。これからチャレンジしようとして
いる人は、何から始めればよいと思い
ますか？
村田　私は対話だと思いますね。例え
ば最初に学校に入ったときに、「広島県
教育委員会の人が来た！」と思われる
こともあるんです。その場合は対話に
ならないんですよ。ですから、まずは
こちらから「自分も小学校で働いたこ
とがあるし、学級崩壊も経験し、授業
づくりを苦労しながらやってきました。
だから、先生の苦労が分かるんです」と
いう自己開示をしながら、個別最適な
学びの事業の趣旨を丁寧に説明しまし
た。相互理解と心理的安全性がないと、
先生たちと本音の対話はできないと思

います。安心・安全な対話の場を作る
ことを「最初の一歩」としてお勧めした
いですね。
永井　人と組織に関わるすべての人の
ヒントになるお話だと思いました。村
田さん、本日はたくさんのヒントをあ
りがとうございました！

　生徒も先生も自分で考えて決めることを大事にし、子供の
主体性が十分に発揮されていないときは、子供自身でなくツー
ルや説明の仕方など環境整備に注力するとお話しされていた
ことが印象的でした。企業だと、スピード感や成果責任を強く
求められますし、自立した社会人であることが前提とされ、本
人が期待した行動をとれない際に環境改善に目を向けにくい
ことが実態かと思います。そのなかでも、例えば職場で目標が
浸透していないと感じるなら目標を文字以外で伝えることに
トライしてみるなど、あえて環境側に意識を向けることで関わ
り方の新しいアイディアが生まれそうと感じました。

　企画側が変革を主導することで、変革主体であるはずの現
場がやらされ感で疲弊してしまうケースは多くあります。しか
し、企画側の熱量がなければ変革は進みません。その解決策と
して、「企画 対 現場」の構図を、「挑戦を共に進める共同体」へ
と転換したことが今回の発明と考えます。
　企画側は、現場の先生方の子供たちに対する思いや理想を
引き出すことや先生方自身がトライし、気づき・手ごたえを得
ていくことの支援に回る。他の学校や社会にも情報共有しな
がら、変革の波を作っていく。上記の流れは、企業で組織変革
を進める上でも大いに参考になると感じました。

主体性発揮のための新しい関わり方
［永井］

村田耕一（むらたこういち）
広島大学大学院を修了後、広島県内
の小学校、広島県立教育センター、 
広島県教育委員会事務局義務教育
指導課、個別最適な学び担当を経て
現職。 「個別の状況に応じたカリキュ
ラムの編成・実践に関する提案」を
作成、公開し、実証研究事業に取り
組む。

人を責めず、人を生かす環境づくりに共に挑戦する

「挑戦共同体」として共に歩む
［加茂］
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を生かすを生かすとと個 組織
でで

連
載
・
第
24
回

り組む程度は職種によって大きな差が
見られることなどが分かりました。
　2020年から2022年にかけては「ミ
ドルエイジ層の転職と能力開発・キャ
リア形成」のアンケート調査・インタ
ビュー調査を行いました。このアンケー
ト調査では、転職先で自らの知識・スキ
ルをより活用できていると感じている
転職者ほど、勤務先が職場になじむよ
うにと行ってくれた取り組みをより多
く経験する傾向があることなどが分か
りました。
　他にも、雇用労働分野に関わる調査
研究を多様に行ってきました。

入江　藤本さんは、雇用労働分野の調
査研究に長年携わるなかで、日本企業
の人事の皆さんと関わることも多かっ
たと思います。最近の企業の人事デー
タ活用をどのように見ていますか？
藤本　まず、私たちJILPTが実施する
調査や、国や地方公共団体が作成する
「公的統計」は、企業人事の皆さんには
少々扱いにくいデータ群だろうと感じ
ています。
　なぜなら、公的統計やJILPTの調査
は、全体傾向や規模別・業種別・年代
別などの傾向を捉える上では有用です
が、変数間の関係性はあまり公開され
ていないからです。
　公的統計やJILPTの調査からは、継
時的な分布や広がり、変化などを知る
ことができます。例えば、総務省統計

入江　自己紹介をお願いします。
藤本　私は大学・大学院時代から産業
社会学・労働社会学を研究し、2004年
にJILPTに就職して、以来ずっと調査
研究に携わってきました。実は、就職前
の博士課程時代にも、JILPTで研究助
手として約5年働きましたから、実質
25年ほど、JILPTで調査研究を行って
きたことになります。
入江　現在の仕事を教えてください。
藤本　JILPTは、大きく6部門に分かれ
ています。「労働市場・労働環境部門」
「職業構造・職業指導部門」 「人材開発
部門」 「多様な人材部門」 「多様な働き方
部門」 「労働法・労使関係部門」の6つで
す。私は、人材開発部門で調査研究を
行っています。
　私の調査研究を少し紹介すると、例
えば2023年には「デジタル人材の能力
開発・キャリア形成に関する調査研究」
を発表しました。この研究は、これまで
の調査研究を整理したもので、DX推進
とリスキリングへの取り組みとの間に
は一定の相関が見られること、リスキ
リングやデジタル・リスキリングに取

公的統計やJILPTの調査は
企業人事には扱いにくい

局の「国勢調査」を見れば、日本の生産
年齢人口（15〜64才の人口）が1995
年にピークを迎え、そこから減少が続
いていることがすぐに分かります。こ
うしたことを知りたいときは、公的統
計が便利です。
　しかし、企業人事の皆さんがデータ
分析で知りたいのは、「リスキリングに
どのような効果があるのか？」とか、「ど
の施策がウェルビーイング向上を実現
するのか？」とか、「学習効果の高い研
修方法は何か？」といったことでしょ
う。こうしたことを知るためには、変数
間の関係性分析をする必要があります。
しかし、公的統計やJILPTの調査は個
票データを広く開示しているわけでは
ないため、関係性分析には使いにくい
のです。
　JILPTの調査の場合は、研究者の皆
さんに申請してもらえれば、調査に使
用した個票データを提供することが可
能です。しかし、公開までにはタイムラ
グがあったり、求めるデータを特定し
てもらう必要があったりします。JILPT
のデータを使って、簡単かつリアルタ
イムに変数間のデータ分析ができるよ
うにはなっていません。
　また、公的統計も含め、企業が個票
データを手に入れるのは難しいのが現
実です。それには明確な理由がありま
す。公的統計を使って、「弊社はDXナ
ンバー１企業です」というように宣伝す
る企業が出てくることを避けなくては
ならないからです。公的統計の悪用を
防ぐために、その個票データは伏せら

text :米川青馬　photo :伊藤 誠

データ活用の際に
人事に必要な
調査リテラシーは何か

労働政策研究・研修機構（JILPT）は、
厚生労働省が所管する独立行政法
人で、労働政策の企画立案などに資
する調査研究に取り組んでいる組
織だ。藤本真氏は、JILPTで約20年
にわたって多種多様な調査研究を
行ってきたエキスパートである。藤
本氏に、データ活用の際に人事に必
要とされる調査リテラシーについて
伺った。

インタビュアー／
入江崇介（右）  リクルートマネジメントソリューションズ HAT Lab 所長

藤本 真氏（左）独立行政法人 労働政策研究・研修機構 
人材開発部門 主任研究員
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藤本 真（ふじもとまこと）
1972年広島県呉市生まれ。私立愛
光中学校、愛光高等学校、東京大
学文学部を経て、東京大学大学院
人文社会系研究科博士課程を単位
取得退学後、2004年から労働政策
研究・研修機構に勤務。産業社会
学、人的資源管理論専攻。人材開
発に関するテーマを中心に調査して
おり、同機構内外における著作物・
論文・書籍などが多数ある。

れているのです。
　しかも、公的統計やJILPTの調査に
は、流行をなかなか取り入れられませ
ん。DXやリスキリングや人的資本経営
などといった流行りの現象を柔軟に取
り込んで調査するようなことが少ない
のです。なぜなら、公的統計やJILPT
の調査は社会の変化を正確に捉えるた
め、継続性を重視しているものが多い
からです。何年も同じ調査をする以上、
設問や調査項目を簡単に変えるわけに
はいかないのです。
　JILPTの調査を最も活用しているの
は、企業の皆さんではなく、国や地方自
治体で政策を作っている人たちで、企
業人事の皆さんが活用しやすいように
は作られていないのが現実です。

入江　そこで今、人事の皆さんに活用
されているのが、民間企業などの各種
調査データということですね。
藤本　そのとおりです。私は大学・大
学院で教えているのですが、最近は
彼らが論文を書くときにアンケート
調査やモニター調査をすることが増
えています。一昔前は、学生がそうし
た調査をするのは予算的に無理でした。
しかし現代ではWEBサービスを使っ
て、手軽かつ安価にアンケート調査・モ
ニター調査ができるようになったので

す。民間企業も、以前より調査研究しや
すくなっているのは間違いありません。
　結果的に、WEB上には民間企業など
が特定テーマで調査したデータが非常
に増えています。例えば今なら、リスキ
リングに関する調査データを検索する
と、さまざまなデータを見ることがで
きます。
　こうした特定テーマの民間企業調査
のデータのメリットの1つは、実施主体
側で変数同士の関係性の分析がなされ
ていて、その結果が公開されているケー
スがよくあることです。例えば、「リス
キリングに成功している会社と失敗し
ている会社の違い」を知りたいとき、こ
の種のデータから示唆が得られること
もあるはずです。
入江　民間企業の調査データを扱うと
きの注意点はありますか？
藤本　そのデータが「全体を示してい
るわけではない」ことを忘れないでく
ださい。こうした種類のデータは、日
本全体や規模・業種・年代全体を代表
していないことがしばしばあります。
ある調査データが「リスキリングを希
望する人が90％だった」とき、日本企
業全体もそうだと思い込んではいけな
いのです。その点で、民間企業の調査
は、公的統計やJILPTの調査とは性質
が異なります。

今回お話をお聞きした人

統計法に基づき、国や地方公共
団体によって実施される公的な
統計調査。基幹統計、国勢調査、
都道府県統計が該当する。基幹
統計には、労働力統計、民間給
与実態統計、賃金構造基本統計、
経済構造統計などがある。

公的統計個票データ

全体や属性別などの集計を行う
前のデータ。個人を対象にした調
査であれば個人別、企業を対象
とした調査であれば企業別の回
答データ。個人や企業などの回答
主体が分からないように加工して
公開されている。

KEYWORD

アンケート調査がしやすくなり
民間企業の調査が増えた

「n数」 「偏り」 「設問」に
注目するとリテラシーが高まる

入江　企業人事の皆さんが調査データ
の活用をする際、どのような点に気を
つければよいでしょうか？
藤本　調査データリテラシーを高める
ためには、やはり数多くの統計調査に触
れるのが近道です。
　その際、調査の「n数」「偏り」「設問」に
注目するとよいでしょう。「n数」とは、
調査アンケートに答えてくれた人数（サ
ンプルサイズ）のことです。n数は多け
れば多いほど信頼度が高まります。反対
に、n数が数十程度と極端に少ない場合
は、その調査を信用するのは危険です。
いったん留保しましょう。
 「偏り」とは、属性などの比率の偏りの
ことです。男女・年齢層・職位・雇用形
態など、調査にはさまざまな偏りがあり
ます。例えば、30代以下が7割の調査と、
50代以上が7割の調査では、「リスキリ
ングしたいですか？」という同じ質問を
投げかけたときに異なる結果が出るの
が自然です。正社員が7割の調査と、非
正規社員が7割の調査でも、さまざまな
結果が異なるでしょう。このような偏り
に注目しないと、調査データの意味を理
解し損ねる可能性があるのです。
 「設問」は、文字通り、アンケート設問
のことです。設問の意味が同じでも、質
問の仕方によって結果が変わることが
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問は調査票に記されていますが、調査
概要や調査票が公開されていない調査
データが多くなっているのです。
　私たちJILPTの場合は、n数がどれだ
け少なくても、どのような偏りがあっ
ても、調査概要や調査票を公開してい
ます。今説明したとおり、n数や偏りや
設問まで見ないと、調査データの意味
を正確に理解できないからです。
　しかし、WEB上にある民間企業の
調査データのなかには、調査概要や調
査票が未公開のものが多数含まれてい
ます。これらのデータをしっかりと理
解・信頼するのは難しいのが実情です。
データを扱うときには、くれぐれも調
査概要や調査票に注意してください。

入江　最後に、読者へメッセージをお
願いします。
藤本　おそらく人事の皆さんにとって
より有益なのは、変数間の関係性分析
をするためのデータです。しかし、労働
や雇用を考える上では、分布や広がり
や変化を示す公的統計やJILPTの調査

も欠かせないものです。
　大事なのは、2種類のデータをしっか
りと区別して、両方を使いこなすこと
です。そのために、ぜひ数多くの統計調
査データに触れ、n数・偏り・設問に注
目してもらえたらと思います。その経
験を積み重ねるうちに、調査リテラシー
が高まっていくはずです。
　最後に少しだけ補足します。ここま
で一貫して統計調査データ（量的調査）
についてお話ししてきましたが、統計
調査の内容を本当に理解するために
は、一方で現場のインタビュー調査（質
的調査）も欠かせません。
　例えば、統計調査データからリスキ
リングに効果があると分かったとき、
それが本当かどうか、なぜ効果がある
のか、どのような効果があるのかを見
極めるには、リスキリングした人たち
にインタビューする必要があります。
　統計調査とインタビュー調査は、基
本的には両輪で進めた方がよいので
す。JILPTも両方を行うことで、調査研
究の信頼度を高める努力をしています。

よくあります。ですから、調査データを
正確に理解しようと思ったら、設問まで
見なくてはなりません。
　その他に、「回収率」の数値もありま
す。回収率とは、回答をお願いした調査
アンケートがどのくらい返ってきたか
を示す値であり、回収率が高いほど代
表性のある調査になり得ます。最近は回
収率が全体的に下がっており、個人的
には20％に到達すればかなり高いと考
えています。
　なお、公的統計の「復元」についても
念頭に置いた方がよいでしょう。復元と
は、サンプル調査を行い、そのデータを
抽出率に合わせて全数調査に近い数字
に戻す作業です。多くの公的統計は、調
査結果をそのまま発表しておらず、この
復元作業を行っています。場合によって
は、回収率や復元についても踏まえた
方がよいことがあります。

藤本　問題は最近、n数や偏りや設問
が分からない調査データが増えている
ことです。n数や偏りは調査概要に、設

調査概要や調査票が
未公開のデータに注意せよ

2種類のデータを区別して
両方を使いこなそう

大きく異なることもあります。その理由
は、藤本さんがおっしゃるとおり、対象
者が調査によって異なったり、調査に
よって質問の仕方が異なったりするこ
とに起因しています。
　企業の現場では、自分が進めたい企
画の承認を得るために、自分に都合の
良い結果を用いるという選択肢もある
かもしれません。しかし、世の中の実態
を正しく反映したデータを用いなけれ

　私は調査研究を行う仕事柄、JILPTを
はじめとする調査・統計データを日々、
目にしています。また、お客様から、「能
力開発施策の一般的な導入傾向が知り
たい」などという質問をいただいたとき
に、調査・統計データの紹介をすること
もあります。私たち自身、研究機関とし
て、さまざまな調査研究も行っています。
　しかし、例えばリスキリングの実施状
況など、調査によって実施率の傾向が

ば、判断を誤るリスクもあります。
　ぜひ、まずは、藤本さんのアドバイス
にあるように、「n数」 「偏り」 「設問」を意
識して、統計データ内容を精査すること
をお勧めします。また、調査の際に、こ
の3点が大切なことは、社内で行う意識
調査などにも共通することです。社内で
の調査の質、それに基づいた意思決定
の質を高めるためにも、これらの観点を
ぜひ大切にしてみてください。

HAT Lab 所長 入江の解説
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Information

メールマガジンにぜひご登録ください。
最新の調査・研究レポートや限定ダウンロード資料、無料オンラインセミナーなどをお知らせいたします。

▲
  登録方法は弊社WEBサイトをご確認ください

https://www.recruit-ms.co.jp/mail-magazine/

※�送付先変更・停止は下記メールアドレスまで必要事項（郵便番号／郵送先ご住所／貴社名／部署名／お名前）をお書き添えの上ご連絡ください。
なお、すれ違いでお届けする場合がございます。ご容赦ください。�info@recruit-ms.co.jp

WEBサイトのご案内

組織行動研究所はリクルートマネジメントソリューションズの
調査・研究機関です
人材マネジメントに関するさまざまな調査・研究を行い、
WEB サイトにて発信しています

https://www.recruit-ms.co.jp/company/laboratory/

最新の研究のご紹介

本誌第 1 特集テーマ「組織の流動性とマネジメント」に関連した

バックナンバーのご紹介
ご関心に合わせて、こちらもご参照ください。

1on1ミーティング時のメモからメンバーの不調を検知できるか

自然言語処理モデルを活用した検証
昨今、職場における従業員のメンタリティを支援することがますます重要になってきています。本レポートは、
2023年度の人工知能学会全国大会での発表（宇野・仲間 2023）を基にしたもので、多くの企業で導入されてい
る1on1ミーティングにおけるデータに着目し、上司が 1on1ミーティングのなかで記録したメモを用いて、面談
相手であるメンバーのメンタリティの好不調を推定できないか検証した結果をご紹介しています。

https://www.recruit-ms.co.jp/research/study_report/0000001194/

▲

 入社者や異動者など、新しい人材を組織に迎え入れるときに必要となるものとは

【63号】変わるオンボーディング
https://www.recruit-ms.co.jp/research/journal/pdf/j202108/m63_all.pdf

▲

 自社の枠組みを超え、異質な人・組織と連携しながら新価値創造していける組織とは

【53号】オープン・イノベーションを成功させる組織のあり方
https://www.recruit-ms.co.jp/research/journal/pdf/j201902/m53_all.pdf

▲

 プロボノや副業など、人が自らの境界を越えて活動するとき、越境者本人、周囲、企業にもたらされるものとは

【44号】「越境」の効能
https://www.recruit-ms.co.jp/research/journal/pdf/j201611/m44_all.pdf

▲

 就職や転職にあたり、個人は新たな環境にどのように適応するか、企業はどのような支援ができるのか

【39号】「適応」のメカニズムを探る
https://www.recruit-ms.co.jp/research/journal/pdf/j201508/m39_all.pdf
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仕事と感情

バックナンバーのご案内

【Message from Top】
陶山祐司氏

（Zebras and Company 共同創業者／代表取締役）

【特集1】
「つながり」を再考する

 レビュー
ネットワークの視点で見る個と組織

 視点
・犬塚 篤氏（名古屋大学大学院）
・神吉直人氏（追手門学院大学）
・松井 豊氏・原 恵子氏・中村准子氏（筑波大学）

 事例
・秋葉美樹氏（キリンホールディングス株式会社）
・宮川 愛氏（シスコシステムズ合同会社）

 調査報告
「つながり」はデザインできるか
— 社内外・接点の多寡から見る4種類の人的つながりの
実態

【可能性を拓く「マネジメント発明会議」】
嵯峨生馬氏・篠崎敦司氏・大森純子氏（認定NPO 法人 
サービスグラント）

【特集2】
変化の時代に求められる
マネジメントと職場づくり

【データサイエンスで「個」と「組織」を生かす】
仁平純一氏・髙原大輝氏（株式会社横浜銀行）
中村友紀氏（株式会社浜銀総合研究所）

【Message from Top】
西坂勇人氏

（GCストーリー株式会社 代表取締役社長）

【特集1】
障害者雇用・就労から考えるインクルージョン

 レビュー
職場の多様性とインクルーシブな文化形成

 視点
・小野寺徳子氏（厚生労働省）
・栗田季佳氏（三重大学）
・小野寺規子氏（株式会社LITALICO）

 事例
・鳥居由起子氏（日本アイ・ビー・エム株式会社）
・岡田晴奈氏（株式会社ベネッセホールディングス）

 調査報告
職場の障害者活躍支援とインクルージョン風土が
職場にもたらす影響
障害のある人と一緒に働くことに関する実態調査

【可能性を拓く「マネジメント発明会議」】
北見裕介氏（株式会社ユーグレナ）

【特集2】
企業と学生の相互理解を深める『対話型採用』
～『対話型採用』で就業レディネスを高め、適応を促進する～

【データサイエンスで「個」と「組織」を生かす】
藤澤 優氏（株式会社デンソー）

【特集1】
エビデンス・ベースドHRM 
— 対話する人事

 レビュー
エビデンスに基づいた実践とは何か
～先行研究から見るエビデンス・ベースド・マネジメントの概要

 座談会1
・三橋明弘氏（旭化成株式会社）
・坪井純子氏（キリンホールディングス株式会社）
・佐竹秀彦氏（富士通株式会社）

 座談会2
・海老沼貴明氏・菅崎理功氏（日本電気株式会社）
・佐久間祐司氏・麻生朋宏氏（LINE株式会社）

 視点
・星野崇宏氏（慶應義塾大学）
・須田敏子氏（青山学院大学大学院）

 研究報告
新人・若手オンボーディングのメカニズム

 調査報告
経営・人事や従業員に有益な人事データ活用とは
人事データ活用に関する実態調査

【可能性を拓く「マネジメント発明会議」】
山内幸治氏（特定非営利活動法人ETIC.）

【特集2】
変化の時代に求められるリスキリング
～これからの時代に求められるスキルと、本質を見極め、
推進していくためのポイントとは～

vol.71
障害者雇用・就労
から考える
インクルージョン
（2023年8月発行）

バックナンバーは、下記ＵＲＬよりＰＤＦ形式でご覧いただくことができます

https://www.recruit-ms.co.jp/research/journal/

RMS Message とは……
企業の人と組織の課題解決を支援するリクルートマネジメントソリューションズの機関誌です
年 4回、企業の人材マネジメントに関するテーマについて、研究者の視点や企業の事例などをお届けしています
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